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第４章 あるべき医療提供体制を実現するための施策と推進体制 

 

 １ 基本的な考え方 

  地域医療構想による医療提供体制を確保するためには、国・県・市町が連携して施策を推

進すること、県民が適正受診や在宅医療について理解を深めることなど、各々が責務を果た

す必要がある。これに加えて、最も重要で不可欠なことは、医療機関をはじめとした医療関

係者の自主的取組である。 

そこで本県では、次の３つの重点項目を中心として、県全体に関わる施策及び各圏域の課

題に対応した施策を推進するとともに、地域医療介護総合確保基金等を活用して、医療機関

等の取組を促進する。また、必要に応じて基金等財源を項目間で柔軟に運用するなど、機動

的に施策を行う。 

なお、これらの施策の内容については、県民、関係団体への情報提供と、その知見の集約

を通じて、また、今後の法改正や診療報酬改定等を踏まえて、適宜修正を加えることとする。 

 
 

【重点項目】 
 

 ① 病床の機能分化・連携の推進 

 ② 在宅医療の充実 

 ③ 医療従事者の確保 

 

 

○ 地域医療構想による施策の全体イメージ 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

① 病床の機能分化 

・連携の推進 

② 在宅医療の充実 

③ 医療従事者の確保 

前提 

連携 
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２ 県全体に関わる課題及び具体的施策 

 

 (1) 病床の機能分化・連携の推進 

 現状と課題 具体的施策 

病 床 機 能

の再編 

(分化 ･連

携) 

 

【基本的事項】 

・高度急性期から在宅医療に至る一連の

医療サービスを切れ目なく提供できる

ように、限られた医療資源を有効に活

用する必要がある。 

・急性期及び慢性期病床が過剰となる一

方、回復期病床が不足すると見込まれ

る。 

・慢性期病床が過剰である場合、患者の

受け皿となる在宅医療体制、介護保険

施設等の確保が先決である。 

・2025 年以降も入院患者数の増加が見込

まれることを踏まえる必要がある。 

・圏域内充足率を向上させる一方、他圏

域からの流入にも備える必要がある。 

・非稼働病床など潜在的な医療資源の有

効活用を図る必要がある。 

 

【高度急性期機能】 

・全県的には不足が見込まれる。 

  

【急性期機能】 

・いずれの圏域でも過剰となることが

見込まれる。 

・在宅患者の急変時対応のため、急性期

機能を一定以上維持する必要がある。 

 

【回復期機能】 

・いずれの圏域でも不足すると見込まれ

る。 

・在宅復帰に向けた回復期病床は、急性

期病床や患者居住地近くにあることが

望ましい。 

 

【慢性期機能】 

・いずれの圏域でも過剰と見込まれる。 

・患者の受け皿としての在宅医療の充実

が先決である。 

 

 

 

【全体の方向性】 

・将来の機能別医療需要を踏まえて、医

療機関の自主的な取り組みを促進 

・病床配分にあたり、圏域で不足する病

床機能や、地域偏在の解消に留意 

・医療機関の改修等にあたり、不足する

病床機能への転換を促進 

・休止中の病床の稼働にあたり、不足す

る病床機能を補う形での活用を促進 

・非稼働病床の活用・返還等を促す 

・病床機能報告の内容、地域医療介護総

合確保基金の活用事例等、情報の共有 

・医療需要に応じた専門医の配置等、医

療提供体制の向上 

 

 

【高度急性期機能】 

・圏域内外の協力･連携体制の強化 

・医療人材の充実、後送病院の確保によ

る医療機能の確保 

・公立病院、基幹病院を中心に ICU、

HCU 等の高度急性期機能の充実 

 

【急性期機能】 

・一部の病床の機能拡充による高度急性

期への転換 

・回復期機能（回復期リハビリテーショ

ン病棟、地域包括ケア病棟含む）への

病床転換 

 

【回復期機能】 

・非稼働病床を回復期病床として再稼

働 

・回復期リハビリテーション病棟、地域

包括ケア病床の充実 

・心臓リハビリテーション施設等の高度･

専門的な回復期病床の充実 

・回復期を担う医療スタッフの充実 

 

【慢性期機能】 

・在宅復帰に向けたリハビリ、退院調

整機能の充実 
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 現状と課題 具体的施策 

 ・介護療養病床から、受け皿となる介護

保険施設（老健等）への優先的転換 

・介護療養病床から、国が検討中の新た

な類型への優先的転換 

・機能転換による、回復期病床としての

活用 
 
【医療機関間の連携】 

・地域医療連携クリティカルパスの構築

促進 

・転院支援の病院連絡会の定期実施 

・診療科の相互支援 

・病院間連携による総合診療専門医養成

プログラムの作成 

・地域医療情報システム等、ＩＣＴの活

用と参加促進による連携促進 

・協力病院、かかりつけ医などの支援医

療機関との連携強化 

・地域の歯科診療所との連携確保や歯科

口腔外科の設置による、入院患者の口

腔機能管理を行える体制の整備 

 

在 宅 医 療

提供体制、

介 護 保 険

施 設 の 確

保 と 連 携

強化 

 

【基本的事項】 

・住み慣れた地域での生活を地域全体で

支える「地域完結型」医療の構築が必

要である。 

・入院医療から在宅医療・介護、看取り

まで、サービスが切れ目なく提供され

る体制が必要である。 

・慢性期病床から在宅医療等への移行に

は、退院調整機能の充実、受け皿とな

る介護保険施設や訪問看護等の在宅サ

ービスの充実、在宅復帰に向けたリハ

ビリ、往診・訪問診療等を行う医療機

関の充足が前提となる。 

   

【全体の方向性】 

・慢性期患者の受け皿となる在宅医療機

関、施設、介護サービス等の充実  

 

【在宅医療、介護の充実】 

・機能強化型訪問看護ステーションの整

備促進 

・病院･診療所による訪問看護･訪問リハ

ビリテーションの充実 

・県老人福祉計画に基づく着実な介護保

険施設の整備、在宅医療提供体制の充

実を促進 

 

【在宅医療、介護との連携】 

・地域医療連携クリティカルパスの構築

促進 

・病院への地域医療連携室の設置、機能

充実促進等による病診ネットワークの

構築 

・病院や施設に勤務する看護職と訪問看

護ステーションで従事する看護職の看

―看連携を推進 

・医療機関と介護保険施設・事業所との
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 現状と課題 具体的施策 

連携 

・地域医療情報システム等、ＩＣＴの活

用と参加促進による連携促進 

・病院から開業医への逆紹介の連携シス

テム構築 

・多職種連携のための会議･研修会の開

催など市町の在宅医療・介護連携推進

事業の支援 

・急性期病院、回復期病院、訪問看護ス

テーション等が連携したリハビリの推

進 

・医科･歯科･薬科連携の推進 

・医療の質の確保･向上のための PPP（公

民連携)の確立 

・急傷病時に適時・適切な受療が出来る

よう、医療機関、消防等の連携 

 

５ 疾 病 対

策 

【生活習慣病】 

・「がん」「脳血管疾患」「急性心筋梗塞」

「糖尿病」に関する連携施策、一層の

医療提供体制の充実を図る必要があ

る。 

 

【精神疾患】 

・身体合併症を抱えた精神・認知症患者

への対応が精神科病床では難しいこと

から、治療や介護体制の充実と受入先

の確保が必要である。 

 

 

【全体の方向性】 

・圏域内充足率の維持・向上のため、保

健医療計画や健康増進計画等に基づく

取組推進 

 

 

【精神疾患】 

・精神障害者の退院促進、地域移行の推

進 

・認知症疾患医療センター及び精神科病

院と、一般医療機関との連携促進 

・認知症対応可能な医療施設、介護事業

所の増加 

・国の新オレンジプランを踏まえ、認知

症ケアネット（認知症ケアパス）の導

入かかりつけ医認知症対応力向上研

修、認知症サポート医養成研修、病院

勤務医療従事者認知症対応力向上研

修等 

・県の認知症対応医療機関登録制度に関

する啓発や登録推進 

 

救 急 医 療

体制 

○脳卒中や急性心筋梗塞の急性期医療を

担う機関の人口カバー率が低い圏域が

ある。 

○救急患者を確実かつ迅速に医療につな

げられるよう、救急医療提供・救急搬

○三次医療を提供する病院の医療機能の

充実と二次医療を担う病院との機能分

担、連携促進 

○二次救急輪番体制の確保、充実 

○休日夜間急患センター及び在宅当番医
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 現状と課題 具体的施策 

送体制の充実と連携促進をさらに図る

必要がある 

制による一次救急医療提供体制の整備 

○消防と医療機関等との連携による救急

搬送体制の確保・充実  

 

公立病院 

 

 

○救急医療や高度先端医療等の政策的医

療の充実を図る必要がある。 

○高度・専門医療の提供を行う基幹病院

間の連携の強化や、統合等を検討する

必要がある。 

○建物の老朽化に伴う建替え等の時期を

迎えている病院がある。 

○総務省の｢新公立病院改革ガイドライ

ン｣を踏まえた整備 

○病床機能の転換・再編統合も視野にい

れた連携の検討 

○連携強化を図るため地方債の活用 

○広域・高度専門的な医療提供体制（三

次救急や感染症対策等）に関する基幹

病院間の定期的な情報交換 

 

普及啓発 

 

○患者自身にも、医療の適正化への理解

と協力が求められる。 

○病床機能の分化・連携に関する住民理

解の促進 

○不要不急な受診（救急）を減らすため、

住民に適正受診を普及啓発 
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 (2) 在宅医療の充実 

 現状と課題 具体的施策 

在 宅 医 療

提 供 体 制

の充実 

【基本的事項】 

・回復期病床の機能強化、患者の在宅復

帰促進により、在宅医療、介護の需要

増加が予測される。 

・慢性期病床から在宅医療等への移行に

は、在宅復帰に向けたリハビリ、退院

調整機能の充実、受け皿となる介護保

険施設や訪問看護等の在宅サービスの

充実、往診・訪問診療等を行う医療機

関の充足が前提となる。 

・在宅医療需要の増加が見込まれる中、

往診・訪問診療、訪問看護等を実施す

る医療機関をはじめ在宅医療の提供体

制の充実を図る必要がある。 

・診療所医師の高齢化が予測され、訪問

診療医をはじめとした在宅診療の担い

手の確保が必要である。 

・医療従事者の多職種連携や在宅医療に

関する専門的なスキルアップが必要で

ある。 

・増悪による再入院を防ぐために、的確

な観察と判断力を備え、療養者のセル

フケア能力を高めるための質の高い看

護の提供が必要である。 

【全体の方向性】 

・患者、家族の意思を尊重しつつ在宅医

療が可能となるよう、また、在宅での

終末期ケアや看取りが可能となるよう、

在宅療養支援診療所等の医療機関、訪

問看護ステーション、居宅介護支援事

業所等の在宅医療提供体制の整備・充

実 
 
【在宅医療提供機関の充実】 

・在宅医療提供に必要な設備･支援ツー

ルの整備 

・在宅医療を提供する医療機関、訪問看

護ステーション、薬局等の確保 

・診療所の在宅医療への新規参入促進 

・24 時間対応の在宅療養支援診療所、訪

問看護事業所、看護小規模多機能型居

宅介護事業所等の整備促進 

・かかりつけ医、かかりつけ歯科医、か

かりつけ薬剤師が往診、訪問診療、訪

問歯科診療、訪問薬剤管理指導等に取

り組みやすいような仕組みや体制の整

備と、より積極的な活用  

・機能強化型訪問看護ステーションへの

移行支援や訪問看護ステーション経営

安定化に向けた管理者研修 
 
【介護保険施設、サービスの充実】 

・介護保険施設、事業所、サービス付き

高齢者向け住宅の整備 

・切れ目のない地域リハビリテーション

の推進 
 
【人材確保】 

・病院勤務医時代から在宅医療に関心が

持てるよう、病院内での取組の実施 

・在宅療養を担う訪問看護師やケアマネ

ジャー等の関係者の連携により、医師

の在宅医療への新規参入を後押し 

・県立病院の医師派遣等による地域医療

機関支援 

・口腔ケアを担う歯科衛生士の確保･養

成 

・特定行為を行う看護師を養成する。 

・一定の研修を受けた「たん吸引等」を
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 現状と課題 具体的施策 

行う介護職を養成する。 

・民生委員のほか、地域総合支援センタ

ーや地域サポート型施設などによる地

域見守り体制の充実強化 

 

医療・介護

連 携 の 推

進 

【基本的事項】 

・回復期病床の機能強化、患者の在宅復

帰促進により、在宅医療、介護の需要

増加が予測される。 

・在宅で医療を必要とする要介護者や認

知症高齢者等も更に増加すると見込ま

れる。 

・病院が担うケア提供体制から、自宅で

のケアを軸とした住まい、医療、介護、

予防、生活支援や看取りまでが一体的

に提供される地域包括ケアシステムへ

の転換、体制の構築が必要である。 

・在宅医療は、医師、歯科医師、薬剤師、

訪問看護師、ケアマネジャー等による

多職種連携が不可欠である。 

・介護保険制度改革により、市町におけ

る在宅医療・介護連携推進事業の総合

的な取組への支援を進めることが必要

である。 

・医療連携に比べ、医療介護連携は進ん

でいない状況であり、体制の整備充実

と、それを担う人材育成を図る必要が

ある。 

・医療は介護と比べるとより広域な調整

を必要とすることから、医療介護連携

の体制づくりにおける支援が必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

【全体の方向性】 

・地域の病院、診療所、訪問看護事業所、

介護保険施設等の連携・支援の強化 

・急性期病院から回復期病院、さらにか

かりつけ医への連携を図るためのクリ

ティカルパスの充実 

・在宅療養患者や施設利用者の急変時の

受入れ体制の確保、在宅療養後方支援

病院の拡充 

・複数疾患を持つ在宅患者等に係る診療

所間の連携 

・家族による在宅介護が困難な場合に、

一時的に施設等をスムーズに利用でき

る体制の充実 

・歯科口腔ケアに係る病院と歯科医師、

かかりつけ医とかかりつけ歯科医師の

連携システムづくり 

・訪問看護ステーションの広域連携 

・「病院在宅連携ルール」、「退院調整ル

ール」の整備と利用促進 

・在宅医療推進協議会による調整 
 
【人材育成】 

・病院、施設、訪問看護ステーション間

の看護職員の看－看連携研修 

・在宅医を含めた医療従事者の育成と地

域における医療連携体制の充実 

・在宅医療・介護連携に関する多職種連

携のための合同研修会等を通じた人材

育成 

・実習指導者講習会（特定分野）の開催 
 
【情報に関する施策】 

・情報提供の主体、客体、時期、内容等

を定めた圏域の医療介護連携ルールの

作成・活用等により、かかりつけ医・

病院・ケアマネジャー等の関係者間の

連携強化 

・患者情報を集約した医療介護連携ツー

ルの利用 

・ＩＣＴを活用した医療・介護関係者間
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 現状と課題 具体的施策 

での情報共有ツールの整備・運用、連

携会議を通じた情報の効率的な把握・

共有のためのシステムづくり 

・医療介護資源マップ等による地域の医

療福祉資源の把握と活用 

 

在 宅 療 養

患 者 へ の

支援 

【生活習慣病等】 

・がん患者とその家族の意向に応じた切

れ目のない在宅医療を提供する必要が

ある。 

・重症心身障害児（者）や難病患者とそ

の家族の負担を軽減し、身近な地域で

医療が受けられる体制を整備する必要

がある。 

 

 

【精神疾患】 

・今後増加する認知症高齢者等に対応で

きる、認知症の早期発見・早期対応の

体制づくりが必要である。 

 

【生活習慣病等】 

・がん診療連携拠点病院と地域の病院・

診療所、訪問看護ステーション、介護

サービス事業所、薬局等の連携による

在宅での緩和ケア体制の強化 

・身近な病院や診療所医師の重症障害児

(者）や難病患者に対する理解を深め、

基幹病院と協力病院、診療所が連携し

た医療提供体制の整備 

 

【精神疾患】 

・精神障害者の退院促進、地域移行 

・認知症疾患医療センターを核とした認知

症対応医療機関等の在宅医療・介護関係

機関の連携強化 

・認知症サポート医を養成するとともに、

認知症初期集中支援チームの市町による

設置を支援し、認知症相談センターとの

連携体制を強化 

・市町による認知症ケアネットの作成支援 

 

普及啓発 ○家族や地域による援助が薄れる中で、

患者自身にも在宅医療に関する積極的

な理解が求められる。 

○身近な「かかりつけ医」「かかりつけ

歯科医」「かかりつけ薬剤師・薬局」

の重要性に関する広報、普及・定着促

進 

○クリティカルパスの必要性に関する住

民及び医療関係者への普及啓発 

○住民や施設職員等に対する、在宅医療、

介護サービス、緊急時の対応、在宅看

取り等の普及啓発 

○薬剤師の訪問薬剤管理指導の推進、周

知 

○適切な在宅医療を選択できるための医

療情報の提供と相談体制の推進 

○まちの保健室等、身近な地域で健康に

ついて相談ができる体制の継続 
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 (3) 医療従事者の確保 

 現状と課題 具体的施策 

医 療 従 事

者の確保 

【基本的事項】 

・今後の医療需要、内容に対応した医師・

看護師をはじめとする医療従事者確保

が必要である。 

・18 歳人口が減少する中、医療や看護、

介護に従事する若者を確保する必要が

ある。 

・圏域の医師、歯科医師、薬剤師、看護

師の高齢化が進んでおり、現状の体制

維持が困難となる前に、若手従事者の

育成が必要である。 

・看護職員など医療従事者の定着、離職

防止に向けて、研修や勤務環境改善な

ど各医療機関で取り組む必要がある。 

 

【医師】 

・特に不足が懸念される産科・小児科勤

務医、救急勤務医師等の確保が必要で

ある。 

・各圏域の今後の医療需要（特に増加が

予測される疾患）に対応できるよう、

専門医師を地域偏在なく確保する必要

がある。 

・特に新専門医制度については、地域にお

ける医師確保への影響が懸念されている

ことから、地域の関係者による協議の場

を設置して、専門研修プログラム等につ

いて十分に協議する必要がある。 

・一般病院の常勤医師、特に若い内科医

の充実が必要である。 

 

【薬剤師】 

・薬剤師に地域偏在がある。 

・在宅医療に取組む薬剤師の確保が困難

な地域がある。 

 

【看護職員】 

・全国と比べて県内の看護職離職率は高

く、看護職員確保に苦慮している圏域

がある。 

・中小規模施設では新人看護職員研修の

実施率が低く、研修責任者等の育成が

困難である。 

【全体の方向性】 

・限られた医療資源の中で効率的で良質

な医療を提供するため、病院・病床の

機能分化、連携やチーム医療を促進 

・医師、歯科医師、薬剤師、看護師、栄

養士及び理学療法士等のリハビリテー

ション専門職、歯科衛生士等、在宅で

の医療を担う人材の確保 

・居住空間、文教施設等の生活環境、職

場環境を整備し、医療従事者の圏域へ

の定着促進 

・奨学金制度などインセンティブ制度の

拡充による、医療従事者の確保・定着

促進 

 

【医療従事者の確保】 

・医療従事者を目指す学生への地域合同

就職説明会、地域医療体験、医療系学

校進学セミナー、就職相談等 

・勤務環境改善支援センターによる働き

やすい職場環境づくりの促進 

・在宅医療と介護を連携するコーディネ

ーター、地域リハビリテーション活動

を支援するセラピスト、訪問薬剤師や

地域医療連携を行う看護師等、地域包

括ケアを支える人材の確保・育成 
 

医師 

・圏域内の病院間で新専門医制度の基幹

病院や他の連携病院のグループ化をす

すめ、圏域内の専門医確保を推進 

・病院間の緊急的な診療応援に対する財

政支援 

・養成医師の増員、後期研修修了医等県

採用制度の活用 

・県養成医師を、へき地医療拠点病院等

に配置 

・県が大学に寄附講座を設置し、圏域・

地域の中核病院へ医師派遣 

 

薬剤師 

・潜在薬剤師の復職支援研修 
 

看護職員  

・需給見通しに基づいた計画的な看護職
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 現状と課題 具体的施策 

・H27年 10月より届出制度が開始したが、

届出件数が見込みよりも少ない。 

・看護職の募集・採用に困難を感じてい

る施設が多い。 

・潜在看護職が、近年の医療や看護に関

する情報を得て安心して再就業に取り

組める支援が必要である。 

・疾病の発症や重症化を予防するために、

暮らしを捉え、予防的な視点や熟練し

た技術を用いて支援ができる看護実践

能力の向上が求められる。 

・今後、需要が見込まれる訪問看護師の

養成、確保が必要である。 

確保対策 

・多様な勤務形態の導入に向けた看護管

理者の研修 

・院内保育所設置・運営費の補助 

・施設が取り組む新人看護職員研修や医

療機関受入研修への補助 

・研修責任者等研修の開催 

・届出制度の周知によるナースセンター

への登録普及 

・看護師の離職防止、再就業を支援する

ためナースセンターの機能強化・充実 

・身近な地域で相談が受けられるようナ

ースセンターサテライトを設置 

・兵庫県ナースセンターとハローワーク

との連携強化による再就業の促進 

・復職支援研修会の開催と充実・強化 

 

【医療従事者の養成】 

・ICT を活用した研修システムの導入 

・地域医療活性化センターのシミュレー

ター機器等を活用した研修の実施 

・多職種連携による在宅医療が重要とな

ることから、職種ごとの研修会や多職

種での連携会議等の開催 

・中学・高校生対象の進学説明会、進路

指導担当教員向けの説明会等の開催。 
 

医師 

・圏域内の医療機関同士や大学等との連

携による、地域医療を担う総合診療医

等の専門医の教育・研修ができるシス

テムの構築 

・研修医の病院間相互研修体制の確立 

・在宅医療を担う医師、歯科医師の増加

に向けた支援 
 

薬剤師 

・訪問薬剤管理指導を行う薬剤師の育成

支援 
  
看護職員 

・看護師等養成所の運営助成額に県内就

業率に応じた加算 

・専任教員養成講習会の開催 

・実習指導者講習会の開催 

・認定看護師の養成   
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 現状と課題 具体的施策 

・訪問看護師育成のための研修、病院・

施設と訪問看護ステーションの看－看

連携研修の開催 
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 (4) その他 

 現状と課題 具体的施策 

他府県・他

圏 域 と の

連携 

○府県間あるいは圏域間の流出入状況

は、今後の予測が困難である。 

○住民にとって、身近な場所で受けたい

医療が受療できるよう不足する医療機

能の充足や医療機関の連携強化を図る

必要がある。  

○高度急性期から急性期、回復期、慢性

期、在宅医療までの一連のサービスを

切れ目なく提供出来るよう、圏域を越

えた医療・介護連携体制の充実を図る

必要がある。 

 

○隣接する他圏域（特に現状で流出入が

多い圏域）と十分に連携した医療体制

の確保 

○一方で、住み慣れた地域での受療とい

う地域医療構想の理念に鑑み、患者の

選択肢を残しつつ、医療機関所在地あ

るいは患者住所地のいずれの需要にも

対応できるよう、柔軟かつ慎重に医療

提供体制を確保  

○高度急性期、三次救急医療を担う近隣

圏域・隣接府県との連携促進 

 

地 域 包 括

ケ ア シ ス

テ ム 構 築

に 向 け た

取組 

○誰もが、住み慣れた地域で自分らしい

暮らしを人生の最後まで送ることがで

きるように、住まい・医療・介護・予

防・生活支援が一体的に提供される地

域包括ケアシステムの構築が必要であ

る。 

○住民、保険者、企業、医療･介護関係

者、行政等の連携による健康づくりや

地域づくりの取組の推進 

○病院・診療所・訪問看護ステーション・

地域包括支援センター（地域総合支援セ

ンター）・ケアマネジャー等の相互支援・

関係づくり 

○地域包括支援センター（地域総合支援セ

ンター）の機能強化と地域ケア会議の充

実 

 

普及啓発 ○地域医療構想の実現のためには、地域

住民の理解が不可欠である。 

○行政、医療機関による地域住民への地

域医療構想の普及啓発 

○病床機能の分化、連携に関する住民理

解の促進。 

○在宅医療の意義、適正受診等の普及啓

発 

 

進捗管理 ○地域医療構想の進捗管理が必要であ

る。 

○地域医療構想調整会議等における継続

的な調整と進捗管理 

○客観的指標に基づいた地域医療構想の

評価（例：在宅看取り率など） 
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【神戸圏域】 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(1)病床の機

能分化・連

携の推進 

【医療機能別の状況】 

○ 2025 年における医療機能別の「必要病床

数推計」と「病床機能報告」を比較すると、

高度急性期・慢性期病床は若干の過剰、急

性期病床は過剰、回復期病床は不足となっ

ており、将来の医療需要に応じたバランス

のとれた医療提供体制を整備する必要があ

る。 

○ 2025 年以降も高齢者の増加に伴い入院

患者数の増加が見込まれることも踏まえ

て、在宅及び入院の医療提供体制を検討す

る必要がある。 

 

○ 将来の医療需要を見据えながら、医療提

供内容の実態に見合った医療機関の自主的

な取り組みを促進。 

○ 新たな病床配分を行う際は、神戸圏域で

不足する病床機能や、地域偏在を解消する

ことを主眼に置いた配分を実施。 

○ 医療機関が改築、移転等を行う際には、

不足している病床機能への転換の取り組み

を促進。 

○ 地域完結型医療を推進するため、病院へ

の地域医療連携室等の設置・機能充実促進

による医療機関の連携強化 

○ 病床機能の分化・連携に関する住民理解

の促進。 

 

【病床機能報告の現状】 

○ 病床機能報告制度の報告では、同程度の

医療内容と思われる医療機関でも、異なる

医療機能を選択している事例があると考え

られる。 

 

○ 病床機能報告制度の改善に向けた国の検

討状況を注視。 

○ 国の見直しを踏まえて、各医療機関への

適正報告を周知。 

○ 適切な病床機能報告に基づき、医療機能

の分化・連携の取り組み状況を把握。 

 

【介護保険施設や在宅医療等の確保】 

○ 慢性期病床から在宅医療等への移行を進

めるには、退院調整機能の充実に加え、受

け皿となる介護保険施設や訪問看護等の在

宅サービス、さらには在宅復帰に向けたリ

ハビリや、往診・訪問診療等を行う医療機

関を充足することが前提となる。 

 

○ 国の「療養病床の在り方に関する検討会」

における検討状況を踏まえて、今後の地域

医療構想調整会議において検討。 

○ 神戸市介護保険事業計画に基づく着実な

介護保険施設の整備や、在宅医療提供体制

の充実を促進。 

 

【休床中の病床への対応】 

○ 休床中の病床（非稼働病床）が報告され

ていることから、その取扱いを検討し、医

療資源の有効活用を図る必要がある。 

・非稼働病床数 494 床 

 

○ 休止中の病床を稼働する場合は、不足し

ている病床機能を踏まえた活用を促進。 

○ 活用予定のない病床については、許可病

床の返還等を促進。 

【５疾病対策】 

○ 死亡原因の上位を占める「がん」、「脳卒

中」、「急性心筋梗塞」や、重篤な合併症の

併発で生命に脅威を与える「糖尿病」等に

対して、一層の医療提供体制の充実を図る

必要がある。 

 

○ 医療の圏域内充足率の維持・向上に向け

て、保健医療計画や健康増進計画等に基づ

く取り組みを推進。 

３ 各圏域の課題及び具体的施策 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

○ 圏域内充足率について、がんと脳卒中は

100％を超えているが、脳梗塞、くも膜下出

血、急性心筋梗塞、糖尿病については 100％

を若干下回っている。 

 

【高度専門医療、先進医療、救急医療体制の

確保】  

○ 神戸圏域は全県的機能を持つ高度専門医

療や先進医療の提供施設が集積しているこ

と、また、救急患者を確実かつ迅速に医療

につなげられるよう、救急医療体制の維

持・充実を図る必要があることを踏まえ、

高度急性期病床、急性期病床は一定量を確

保する必要がある。 

 

○ 安全・安心な市民生活に資するよう、神

戸圏域の現状を踏まえ、高度専門医療や先

進医療、救急医療体制の確保も念頭に置き、

医療機能転換の取り組み等を促進。 

○ 三次医療を提供する病院（神戸大学医学

部附属病院、中央市民病院、兵庫県災害医

療センター、県立こども病院）の医療機能

の充実と二次医療を担う病院との機能分

担、連携促進。 

○ 初期救急、二次救急医療体制の強化。 

 

【市民病院の役割】 

○ 市民病院においては、市民の生命と健康

を守るため、救急医療や高度先端医療等の

政策的医療の充実を図る必要がある。 

 

○ 神戸市地域医療振興財団事業の神戸市民

病院機構への移管など、再編・ネットワー

ク化や経営効率化等による神戸市民病院機

構の充実・体制強化。 

 ・病院間の連携強化等による救急医療、感

染症医療、災害医療等の充実。 

 ・メディカルクラスターとの連携による高

度専門医療、治験・臨床研究の充実。 

 ・(一財）神戸在宅医療・介護推進財団等と

の連携による神戸市の地域包括ケアシス

テム構築に向けた施策への貢献。 

 

(2)在宅医療

の充実 

【在宅医療提供体制の充実】 

○ 在宅医療需要の増加が見込まれる中、往

診・訪問診療、訪問看護等を実施する医療

機関が少なく、在宅医療の提供体制の充実

を図る必要がある。 

・在宅療養支援病院 20病院、在宅療養支援

診療所 285 診療所（平成 26 年 3月現在）、

訪問看護事業所 139 箇所(平成 27 年 3 月

現在） 

 

 

○ 身近で相談に乗ってもらえる「かかりつ

け医」「かかりつけ歯科医」「かかりつけ薬

剤師・薬局」を持つことの重要性に関する

広報の充実、及び普及・定着の促進。 

○ 特に、24 時間対応の在宅療養支援診療

所、訪問看護事業所、看護小規模多機能居

宅介護事業所等の整備促進。 

【医療・介護連携の推進】 

○ 在宅医療は、医師、歯科医師、薬剤師、

訪問看護師、ケアマネジャー等による多職

種連携が不可欠である。 

○ 医療と介護の両方を必要とする状態の高

齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮ら

 

○ 医療・介護関係者からの在宅医療に関す

る専門相談、及び多職種連携会議や市民啓

発等を行う「在宅医療・介護連携支援セン

ター（仮称）」を各区に設置。 

○ 病診・病病連携の一層の促進や、地域の
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しを人生の最後まで続けることができるよ

う、切れ目なく在宅医療と在宅介護が一体

的に提供される体制の構築を図る必要があ

る。 

○ 在宅看取り率は 26.7％（H26)で、全県平

均（24.7％）を上回っている。 

病院、診療所、訪問看護事業所、介護保険

施設等の連携・支援の強化。 

○ 地域リハビリテーションの推進による介

護予防の強化。 

○ 在宅療養患者・利用者の体調急変時にお

ける身近な医療機関での円滑な受け入れ体

制を確保。 

○ 在宅療養後方支援病院の拡充。 

○ 情報通信技術（ICT)を活用した医療・介

護関係者間での情報共有ツールの整備・運

用。 

 

【認知症高齢者への対応】  

○ 今後増加する認知症高齢者等に対応する

ため、認知症の早期発見・早期対応への体

制づくりを推進するとともに、認知症の診

断を受け、適切な医療や介護サービスを提

供し、総合的に支援を行うことが重要であ

る。 

○ 認知症疾患における鑑別診断、専門医療

相談等を行う「認知症疾患医療センター」

が不足している。 

 認知症疾患医療センター 2病院（H28.3

現在） 

 

○ 市民病院群との連携による認知症高齢者

への総合的な支援体制の構築に向けた取り

組みの強化。 

○ 認知症疾患医療センターについて、平成

28 年度は 5 病院、平成 29 年度以降はさら

なる拡充へ向けて整備を促進。 

○ 認知症サポート医を養成し、あんしんす

こやかセンターとの連携体制を強化。 

○ 認知症初期集中支援チームを平成 29 年

度末までに全区に設置。 

○ あんしんすこやかセンターに認知症地域

支援推進員を配置。 

○ 高齢者安心登録事業の実施。 

【その他在宅療養患者への支援】 

○ がん患者とその家族の意向に応じた切れ

目のない在宅医療を提供する必要がある。 

○ 重症心身障害児（者）や難病患者とその

家族の負担を軽減し、身近な地域で医療が

受けられる体制を整備する必要がある。 

 

○ がん診療連携拠点病院と地域の病院・診

療所、訪問看護ステーション、介護サービ

ス事業所、薬局等の連携による在宅での緩

和ケア体制の強化。 

○ 身近な病院や診療所医師の重症心身障害

児(者）や難病患者に対する理解を深め、基

幹病院と協力病院、診療所が連携した医療

提供体制の整備。 

○ 重症心身障害児(者）に対応した短期入所

等在宅支援サービスを提供する施設の整

備。 

 

(3)医療従事

者の確保 

【医療人材の確保】 

○ 今後の医療ニーズに対応した、医師・看

護師をはじめとする医療人材の確保が必要

である。 

○ 特に医師不足が深刻である産科・小児科

勤務医師や救急勤務医師等の確保が必要で

ある。 

 

○ 初期・二次・三次の救急医療機関への支

援を行うことにより、医療機関の負担を軽

減。 

○ 看護師確保策として、神戸市看護大学の

運営、神戸市医師会や神戸市民間病院協会

が運営している看護専門学校への支援、関
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係機関と連携した啓発等を実施。 

○ 圏域内看護大学、看護学校卒業生の圏域

内定着策、復職支援などをはじめとした、

看護師確保対策を実施。 

 

【在宅療養を支える人材の確保】  

○ 在宅療養を支える医師、歯科医師、看護

師、薬剤師等の人材の確保・育成が必要で

ある。 

○ （一財）神戸在宅医療・介護推進財団を

中心に、在宅医療と介護を連携するコーデ

ィネーターや、地域リハビリテーション活

動を支援するセラピストなど、地域包括ケ

アを支える人材を確保・育成。 

○ 24 時間対応の訪問看護ステーションの

増加に向けた支援の実施。 

○ 在宅医療を担う医師、歯科医師の増加に

向けた支援の実施。 

○ 訪問薬剤師の増加に向けた支援の実施。 

○ その他、在宅療養を支える人材の確保、

育成。 

 

(4)その他 【他圏域との連携】 

○ 他圏域との患者流動の実態をみると、高

度急性期、急性期、回復期では、神戸圏域

と隣接する東播磨、阪神南、阪神北、北播

磨圏域との患者の流出入が多く発生してお

り、いずれも神戸圏域への流入が流出を上

回っている。慢性期は、北播磨、阪神北、

東播磨圏域との流出入が多く、神戸圏域の

病床機能で唯一、患者の流出が流入を大幅

に上回っている。そのため、各圏域との流

出入の状況や、医療提供体制の状況を踏ま

えた連携が必要である。 

○ 特に、神戸市北区は、三田市や西宮市北

部とも密接な関連があるため、更なる協

力・連携が必要である。 

 

 

○ 神戸市と隣接する他圏域と、十分に連携

した医療体制の確保を推進。 

○ 兵庫県保健医療計画では、神戸市・三田

市域を小児医療連携圏域、周産期医療連携

圏域として位置づけており、また、神戸市

北区と西宮市北部との間では患者の流出入

が多く発生している現状も踏まえ、関連圏

域（特に三田市）と連携した医療確保を推

進。 

○ 高度急性期・急性期・回復期においては、

自圏域の住民のみならず、他圏域から流入

する患者を受け入れ、引き続き、質の高い

医療を提供。 
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【阪神南圏域】 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(1)病床の機

能分化・連

携の推進 

○ 2025 年の医療需要にもとづく必要病床

機能（法令及び国提供ツールによる）では、

回復期機能病床が不足すると推測されて

いる。 

○ 今後の基準病床見直しにより病床配分

がある場合、原則的には回復期病床を中心

に整備していく他、急性期および慢性期機

能病床の回復期への転換の推進に努力す

る（ただし、在宅医療のための社会資源や

受け皿が未整備の中、今後の高齢化率上昇

を考えると、慢性期機能病床が今後も必要

であるとの意見もある）。 

 

○ 阪神南圏域では、現時点で概ね必要な全

ての診療科が揃っているが、呼吸器疾患入

院数の 2025 年度流出入状況の推測では、

阪神北・神戸圏域への流出が多い。 

○ 圏域内の呼吸器疾患受け入れ施設を増

やす努力をするとともに、阪神北・神戸圏

域との連携を継続する。 

 

【救急医療について】 

①一次救急（小児） 

尼崎市の小児一次救急（深夜帯）は、平

成 27 年 7 月開設の県立尼崎総合医療セン

ターが対応し、また西宮市の小児一次救急

（深夜帯）は、平成 27 年 4 月から阪神北

広域こども急病センターが対応している。

このため、阪神南北の小児科関係者による

阪神地域小児救急医療ワーキング委員会

を立ち上げて、小児救急に関する検証項目

を定め、県立尼崎総合医療センターの小児

救急医療体制に関する検証を行なった。 

 

②二次救急 

阪神南北圏域を１つの救急医療圏域と

するとの考え方のもと、平成 27 年度より

阪神地域６市１町で本格運用を開始して

いる阪神医療福祉情報ネットワーク

「h-Anshin むこねっと」二次救急システ

ムにより、救急隊の｢4 回以上の医療機関

受入れ照会率｣は著明に低下するなど、そ

の導入効果が認められている。 

  

③三次救急 

【救急医療】 

①県立尼崎総合医療センターの二次・三次

小児救急医療体制に過剰な負担はかか

らないように、小児救急医療ワーキング

委員会を継続開催して、検証を続行する

ことにより、将来的に阪神南北全体とし

て維持可能な｢あるべき小児救急体制｣

を目指す。 

 

 

 

 

 

②阪神医療福祉情報ネットワーク

「h-Anshin むこねっと」の二次救急シ

ステムをさらに効率よく運用するため、

同協議会の二次救急システム委員会で

の検証を継続するとともに、阪神地域救

急医療連携会議を継続して開催し、救急

医療関係者の意見を聴取する等により、

阪神全体として更に効率的で洗練され

た二次救急体制を目指す。 

 

③三次救急医療 
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三次救急を担う医療施設は阪神南圏域

に３カ所（兵庫医大、県立西宮病院、県立

尼崎総合医療センター）ある一方、阪神北

圏域には三次救急医療機関がない。これに

ついては、阪神南北を１つの救急医療圏域

とするとの考え方のもとに、救急医療関係

者を招集し、阪神地域救急医療連携会議

（2016 年 3 月 7 日）を開催して、現状と

課題についての認識を共有した。 

 

阪神地域救急医療連携会議を引き続き

開催して、３カ所の三次救急医療機関およ

び地域の公立および民間二次救急医療機

関の役割分担や連携体制について検討す

ることにより、阪神全体として三次救急医

療レベルの向上を図るとともに、県立尼崎

総合医療センター（ER 型救急医療体制を

とる）周辺の二次救急医療機関の救急対応

レベルの低下を来さないような救急医療

体制構築を目指す。 

 

【５疾病について】 

５疾病のうち、2025 年に患者の絶対数が

大きく増加するのは、がんと循環器系疾患

（特に脳梗塞）、精神疾患（特に認知症）で

ある。急増する上記３疾患患者の診断と治療

が大きな問題となる。 

 

①がん対策 

2025 年に阪神南ではがん患者の増加が

予想される。がん地域連携パスについて

は、阪神南北圏域で、急性期病院 12病院、

かかりつけ医 260 施設が参加しており、

胃・乳・大腸・肺がんでは比較的多くの運

用実績が見られる。 

当初よりがん地域連携パスが適応され

ない例、経過中に急性期病院への入院を繰

り返す等、様々な病態において治療が必要

になる例（バリアンス）への対応について

は、確立されたものがない。また病期が進

み麻薬投与が必要となる例に対して、緩和

ケア地域連携パス・看取りパス等は未整備

である。さらに、多死の状況が進行すると

考えられるため、在宅医療とともに、在宅

看取りの推進も必要となる（「在宅医療の

充実」の項を参照）。 

 

 

 

地域医療構想会議においては、５疾病中、

がん、循環器系疾患（特に脳卒中）、精神疾

患（特に認知症）に焦点を絞って意見交換を

行い、2025 年に備えての対応について、委

員間で認識を共有した。 

 

①圏域内に専門的ながん診療の機能を有

する病院が７箇所あることから、それぞ

れの役割の明確化や連携により、専門施

設での初期治療等は可能であると思わ

れるが、それ以降の医療については、現

在以上にがん地域連携パスの利用が重

要となる。がん診療拠点病院を中心とし

て、地域におけるパスの更なる普及を目

指すとともに、それ以外の急性期病院と

かかりつけ医、在宅医の役割を明確化

し、また在宅での緩和医療の必要性につ

いても啓発を進める。圏域内に複数の緩

和ケア病棟が整備されているものの、在

宅での緩和ケアのために、将来的には、

緩和ケア地域連携パス・がん末期患者看

取りパス等の整備も阪神圏域がん地域

連携クリティカルパス連絡協議会を中

心として、検討・推進をしていく。また

在宅療養推進のために、阪神医療福祉情

報ネットワーク「h-Anshin むこねっと」
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（兵庫県がん診療連携協議会の集計データ） 

 

 

 

 

 

 

②脳血管疾患対策 

脳卒中連携パスのデータでは、脳卒中の

入院患者は増加・高齢化しており、医療・

看護レベルの向上、療法士のリスク管理能

力の向上も必要となる。また急性増悪によ

る転院が必要なケースが増加しており、ス

ムーズな病病連携が重要である。一方、生

活期のリハビリテーションは、介護保険制

度下に導入されることにより、「障害を診

る」視点での医療的介入ができにくくなっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

（兵庫県脳卒中パスネットワーク連絡会の集計データ） 

 

の患者情報共有システムの利用や、訪問

看護ステーションを含めて、医療・介護

関係者との ICT 利用による情報共有の

方法についても検討を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※がんに対する分子標的治療薬は非常に

高価であるが、多数の新薬が保険適応の

国内承認を受けつつあることから、医療

保険への負担が大きく、医療費適正化の

観点からも今後の課題であるとの意見

が複数委員より出された。 

 

②脳卒中では、発作から治療までの経過時

間が、その予後を決めることから、救急

医療体制整備（救急医療についての項を

参照）と、県民への脳卒中知識の啓発等

が重要となる。阪神南圏域では脳卒中の

急性期医療を担う病院は充実している

ことから、回復期、維持期病院との連携

を深めることにより、各患者の病状に応

じた医療を受けることができるよう、ク

リティカルパスを利用した病病・病診連

携を充実させる。そのために、阪神医療

福祉情報ネットワーク「h-Anshin むこ

ねっと」の患者情報共有システムを利用

したパスの普及や病病・病診連携を推進

する。さらに医療・介護連携を推進する

ことにより、介護保険でのリハビリテー

ションに対しても、障害を理解している

医師の介入を図るとともに、かかりつけ

医に対しても、｢地域リハビリテーショ
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

 

 

 

 

③精神疾患（特に認知症）対策 

2025 年には日本全体で認知症患者数は

700 万人前後に達すると言われており、こ

れに従えば単純に人口比で見ても阪神南

での患者数は 5 万数千人になると予測さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

阪神南圏域における認知症対応医療機関数

（H27.12 現在） 

 

 

 

 

 

 

 

ン｣の観点から障害やリハビリテーショ

ンに関する知識を普及し、障害者の地域

での生活をバックアップする体制を目

指す。 

③国の新オレンジプランに従い、認知症ケ

アパスの導入やかかりつけ医認知症対

応力向上研修、認知症サポート医養成研

修等を最大限に利用するとともに、県の

認知症対応医療機関登録制度に関する

啓発や登録推進により、患者の病態、容

態に応じた適時・適切な医療の提供を目

指す。また認知症対応可能な医療施設だ

けでなく、認知症対応可能なグループホ

ーム等、介護保険施設数の増加を側面支

援する。さらに、本疾患は医療介入だけ

では完結せず、介護との連携が必須であ

るので、各地域において、在宅（施設入

所を含む）認知症患者に対しても医療介

護連携を推進する。 

(2)在宅医療

の充実 

○ 在宅医療に関する会議を立ち上げ、多職

種での研修会等を開催するなどの取り組

みを進めている（平成 27年 10 月 5日阪神

南北における圏域代表者意見交換会よ

り）。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 各市、各医師会ごとに在宅療養、医療・

介護連携の体制整備を目指すことにより、

在宅療養支援診療所数の更なる増加を目

指すとともに、在宅療養支援病院、訪問看

護ステーションや在宅療養支援歯科診療

所、在宅患者訪問薬剤管理指導届出施設等

の増加に向けて努力する。また同時に、在

宅医療を担う歯科医師・看護師・薬剤師等

への啓発や多職種への研修会等を通じて、

その人員増加を目指す。病床では、地域の

在宅医療を支える地域包括ケア病棟の充

実を図り、今後は一般の病院勤務医も交え

①在宅療養支援診療所・病院 

 在宅療養支援 
診療所数 
（人口 10 万対） 

在宅療養支援 
病院数 
（人口 10 万対） 

阪神南 192（18.65） 9（0.87） 

兵庫県 872（15.60） 59（1.06） 

（日本医師会 地域医療情報システムより） 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

全県と比較して、在宅療養支援診療所数

の割合は高いが、今後増加する在宅医療患

者を開業医だけで対応するのは限界があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多死時代を迎えて、更なる在宅看取りが必

要となる。 

 

た在宅医療・介護連携体制を検討してい

く。医療・介護連携については各市医師会

や市、県を交えた多職種による検討会等の

開催を推進すると同時に、そのツールの 1

つとして阪神南北圏域全体として阪神医

療福祉情報ネットワーク「h-Anshin むこ

ねっと」等を利用した ICT による医療・

介護連携体制の整備推進を検討していく。

在宅医療の推進に加えて、在宅看取りを増

やすために、終末期医療に関する啓発活動

や｢死｣に関する講演会開催等も検討する。 

  

※ 在宅医療においては、その質を担保、

維持する必要があり、そのための適切な

評価が必要である、との意見が出され

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)医療従事

者の確保 

①医師・歯科医師・薬剤師数  

  阪神南圏域における医師・歯科医師・

薬剤師数は県全体と比較すると多い。 

  

 

 

 

②訪問看護ステーション数 

    訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ数 

（人口 10 万対） 

阪神南 106 (10.3) 

兵庫県 505（ 9.1） 

（兵庫県訪問看護ステーション連絡

協議会 HP より） 

※人口 10 万対算出に用いた人口は H27.1.1 推計 

③在宅療養支援歯科診療所・ 

在宅患者訪問薬剤管理指導届出施設数 

 在宅療養支援 

歯科診療所数 

（人口 10 万対） 

在宅患者訪問 

薬剤管理指導 

届出施設数 

（人口 10 万対） 

阪神南 25（2.4） 381（36.4） 

兵庫県 291（5.1） 2,057（36.4） 

（NDB より、人口 10 万対算出に用いた人口は

H26.3.31 住民基本台帳） 

④在宅看取りについて 

 病院・ 

診療所 

自宅 

（施設除く） 

総数 

阪神南   6,827 

（74.7%） 

 1,558 

（17.1%） 

9,134 

（100%） 

兵庫県  39,910 

（73.4%） 

 8,901 

（16.4%） 

54,366 

(100%) 

（死亡場所：平成 25 年人口動態統計） 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②看護師数（准看護師含む） 

阪神南圏域の看護師数は県全体と比較

するとやや低い。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 阪神南圏域では、医師不足が大きな課題

となってはいないが、産科医や小児科医は

必要最低限の員数で業務に携わっている

ことがうかがえる。また医療機関毎に見る

と、診療科によっては医師が不足している

ところもあるが、圏域全体としては何とか

充足している状態であると考えられる。今

後の在宅医療推進により、在宅医、（訪問）

看護師不足や、それ以外の多職種の人材不

足が懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 圏域において更なる医師数の充実・確保

に努めるとともに、看護師数については、

今後の診療報酬改定等にて就業場所の変

更等の影響を受けると予測されることか

ら、需要と供給のバランスを見ながら、勤

務形態の多様化が図られるよう支援を行

う。また、県医務課および県看護協会の「兵

庫県ナースセンター」との連携強化と潜在

看護師の掘り起こし等により、必要な看護

師数確保を図る。さらに今後は多職種連携

による在宅医療が重要となることから、上

記以外の各職種についても、その人材確保

及び育成のために、職種ごとの研修会や多

職種での連携会議等の開催にも尽力する。 

(4)その他 ○ 県立西宮病院・西宮市立中央病院のあり

方検討の進捗を見据えた医療機能の整理

に関しては、平成 27 年 5 月までに 4 回に

わたり、兵庫県（県病院局）と西宮市（中

央病院改革担当部）による両病院の現状と

課題を探る意見交換会が実施された。 

〈診療機能についての課題〉 

①県立西宮病院 

・救命救急センターの機関指定を受けて

いるが心臓血管外科が未設置である。 

○ 総務省により｢新公立病院改革ガイドラ

イン｣（平成 27 年３月 31 日）が出され、

その中では地域医療構想を踏まえた各公

立病院の役割の明確化が指示されている。

阪神南圏域では、「西宮市域における県立

西宮病院と西宮市立中央病院の現状と課

題に係る意見交換会」を通じて共有化した

課題解決に向けて話し合いを続けてきて

いる。今後は、有識者を交えた｢検討委員

会｣を設置（平成 28年 4月）し、阪神圏域

 医師数 

（人口 10 万対） 

歯科医師数 

（人口 10 万対） 

薬剤師数 

（人口 10 万対） 

阪神南 2,880（279.7） 788（76.5） 2,708（260.3） 

兵庫県 13,461(242.9) 3,945（71.2) 13,914(251.2) 

（ H26 年医師・歯科医師・薬剤師調査より） 

※人口 10 万対算出に用いた人口は H26.10.1 推計人口 

 看護師数（人口 10万対） 

阪神南 9,635 人（934.5） 

兵庫県 59,459 人（1073.7） 

（平成 26 年末兵庫県内看護師等業務従事者届
集計より） 

※人口 10万対算出に用いた人口は H26.12 月末現在 
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・呼吸器内科、神経内科等の体制の充実

が必要である。 

②市立中央病院 

・医師不足のため急性期・総合型病院と

して必要な診療機能の一部が不足（脳

神経外科など一部の診療科で入院対

応不可。産科休止などにより 64 床非

稼働。救急の心疾患への対応できてい

ない。） 

の現状と課題、医療提供体制等、両病院の

あり方を検討していく。方針決定後は阪神

南圏域全体で、迅速にその実現を目指す。 
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【阪神北圏域】  

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(1)病床の機

能分化・連

携の推進 

①高度急性期医療、回復期医療の不足（急性

期及び慢性期医療の過剰） 

・高度急性期病床、回復期病床が、特に不足

していることから、医療需要に応じた提供

体制の見直しや充足が必要である。 

・慢性期病床には、急性期病院から医療依存

度が高いままの転院も増加、在宅医療の後

方支援としての役割や、また、当圏域には

県内唯一の筋ジストロフィー病棟（病床）

もあり様々な医療ニーズがある。各機能と

一体的に進める必要があるため、一律に削

減、転換するのは困難な状況である。 

 

 

・医療需要に応じた専門医の配置等、医療提

供体制の向上 

・圏域内、他府県・他圏域での限られた医療

資源の中で、効率的で質の高い医療を提供

していくため、連携強化 

・急性期機能から、高度急性期機能、回復期

機能（回復期リハビリテーション病棟、地

域包括ケア病棟含む）への病床転換を促進 

＊心臓リハビリテーション施設の整備等

による急性期から高度・専門的な回復期

病床への転換等 

・高度急性期に対応できる急性期病床を有す

る公立病院・公的病院で、高度急性期病床

を確保できるようにし、それらの病院では

過剰になると推測される急性期病床も現

状を容認することに加えて、急性期病床を

回復期病床に転換することを促進 

 

②公立・公的病院等のあり方 （がん対策、

感染症対策含む） 

・管内の５つの公立・公的病院は、同規模で

救急医療、がん対策、地域医療の中核的役

割を果たしてきている。今後、医療需要の

変化を踏まえ、圏域での病床バランス、不

足する医療機能への対応と連携、高度・専

門医療の提供を行う基幹病院間の機能を

強化する必要がある。また、各病院とも、

開設後 20 年以上経過し、建物の老朽化等

に伴う立替え、改築計画の時期を迎えてい

る。 

・今後も患者数が増加するのは、がんと循環

器系疾患（脳血管障害、心疾患）、精神疾

患（認知症を含む）である。特に当圏域で

は、全疾病の半数以上を占めるがん治療に

ついては、肺がん、大腸がん、胃がん治療

 

 

・三次救急医療機能や感染症対策等、広域・

高度専門的な医療提供体制について、病床

機能の転換の課題を踏まえ、基幹病院間で

定期的な情報交換の場を持ち、再編統合も

視野にいれた連携と今後のあり方を検討。 

※ 三田市民病院は、圏域内での地域特性

を踏まえ、二次医療圏域に限定しない再

編統合も視野にいれた連携と今後のあ

り方を検討 

・圏域内には、公的・公立病院がん診療拠点

病院が 2箇所、拠点病院に準ずる機能を有

する病院も各市にあることから、がん診療

拠点病院等を中心に、初期治療から放射線

治療の高度・専門的治療並びに緩和ケアま

で一貫した医療提供体制の構築と取組を
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が圏域内充足率 84％を超えているもの

の、肝がん（54％）、乳がん（65％）の圏

域内充足率が低い状況である。 

 

促進 

 

③他府県・他圏域との医療機能連携と患者の

流出入 

・当圏域では、圏域内完結率 71.8％と県内

で最も完結率が低く、隣接する阪神南圏域

や神戸市、大阪府への流出が多い状況にあ

る。住民にとって、身近な場所で受けたい

医療が受療できるよう不足する医療機能

の充足や医療機関の連携強化を図る必要

がある。 

・当圏域には、高度医療を提供する救急救命

センターがなく、高度急性期医療の充実を

図るとともに広域での三次医療機能のあ

り方と連携体制の構築が必要である。ま

た、救急医療の当圏域内充足率が 89.7％

と低いものの、二次救急医療では平成 27

年から阪神地域６市１町で本格運用を開

始している阪神医療福祉情報ネットワー

ク「h-Anshin むこねっと」二次救急シス

テムの導入効果が認められており、今後も

近隣の阪神南圏域や神戸、大阪との連携を

図るとともに、当圏域内の救急医療体制を

強化していく必要がある。 

・川西市、三田市は、当圏域外の生活圏域で

ある市町との患者の流出入が大きく、従前

から救急医療等による医療連携がされて

いる。（川西市は大阪、三田市は神戸市、

丹波市等との医療連携。） 

 

 

・高度急性期、３次救急医療を担う近隣圏

域・隣接府県との連携促進 

・地域の医療需要に応じて各医療機関におい

て、不足する医療提供体制の整備や医療機

能の分化・連携を推進 

・阪神間をＩＣＴで繋ぐ当圏域ならではの医

療福祉の情報ネットワークシステム「むこ

ねっと」の活用を促進するとともに、神戸

市や他圏域との連携を引き続き検討 

・阪神地域での救急医療の充実を図るため、

救急医療関係者を招集した、阪神地域救急

医療連携会議等の場を活用し、救急医療体

制とその課題を共通認識するとともに、そ

の三次救急医療機関、二次救急医療機関の

連携体制の構築を促進 

  

・限られた医療資源の中で、地理的条件に応

じた他府県、他圏域との医療連携を引き続

き柔軟に実施 

（三田市は従前から小児救急医療、周産期

医療圏域が神戸市と同一圏域、また、

急性心筋梗塞や脳血管疾患対策は阪

神・丹波が同一医療圏域で、実情にあ

った圏域設定） 

 

(2)在宅医療

の充実 

・在宅看取り率は、19.2％(H23)であり、全

県平均を下回る状況である。 

・在宅医療の需要の増加が見込まれる中、在

○ 圏域での取組の推進による在宅看取り

率の全県目標 24.0％を目指した取組の促

進 

（検討課題） 

疾患別の輪番制の確立等の協力体制

の構築、精神科疾患合併救急におけ

る後送精神科病院との密な連携のた

めの体制等。 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

宅療養支援病院が２箇所（0.28）、在宅療

養後方支援病院１箇所（0.14）、訪問看護

ステーション 53 箇所(7.3)と、人口 10 万

対当たりの数が県より低く、また、在宅医

療サービスを実施している病院の割合も

45.7％と県より低い状況にある。在宅医療

を支えるための病床確保等、病院の積極的

な参画とともに、地域医療支援病院や医師

会を中心とした在宅医療と介護の連携を

深める必要がある。（在宅診療を担当する

医師や在宅医療の提供体制の充実を図る

必要がある。） 

・在宅医療と介護の連携を深めていくための

人材の育成が求められる。 

 【実現にむけての具体的な施策】 

・在宅医療を推進するため、各市医師会が拠

点となった、病院や診療所のかかりつけ医

や訪問看護ステーション間の連携の促進 

・在宅医療を担う医師、歯科医師、訪問薬剤

師等の医療職の確保と医療機関、訪問看護

ステーション等の施設を確保するための

啓発、研修会等の実施 

・住み慣れた自宅や介護保健施設等、患者や

家族が望む場所での看取りができるよう、

在宅療養者の病状急変時における往診体

制及び後方病床の確保 

・多職種が協働して在宅・医療を提供するた

めの合同研修会等の人材育成 

・在宅療養支援のための病院・医療サービス

提供機関の積極な参画の促進 

・在宅医療サービス実施機関（病院、診療所、

歯科診療所、訪問看護ステーション等）に

よる、切れ目のない、効率的な医療提供体

制の構築（かかりつけ医、かかりつけ歯科

診療所、薬局等を活用し、切れ目のない在

宅医療を促進） 

・阪神北圏域における認知症疾患医療センタ

ー（兵庫中央病院）や認知症対応医療機関

等による、認知症患者に対する在宅医療・

介護関係機関の基盤整備並びに連携の強

化 

・病院勤務医時代から在宅医療に興味、関心

をもってもらえるように病院内での取組

みの実施 

 

(3)医療従事

者の確保 

・今後、増加が予想される消化器、呼吸器系

疾患に対応する専門医師の地域偏在があ

り、患者が他府県・他圏域に行かざるを得

ない状況にある。 

・医師・看護師・介護職全ての確保・維持が

困難な状況にある。また、一般病院の常勤

医師、特に若い内科医の充足が必要であ

・限られた医療資源の中で効率的、質の高い

医療を提供するために基幹病院間での機

能分化、連携を促進 

・圏域内の病院間で新専門医制度の基幹病院

や他の連携病院のグループ化をすすめ、圏

域内の専門医確保を推進 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

る。 

 

(4)その他 ○在宅医療介護連携の推進 

・住民の多くが終末期の療養場所として希望

している自宅でのケアを軸として、住ま

い、医療、介護、予防、生活支援が一体的

に提供される必要がある。 

・病院が担っていたケア提供体制から、在宅

医療と介護の連携を通じた新たなケア提

供体制への変革が必要である。 

・介護保険制度改革により市町村が中心とな

った在宅医療・介護連携推進事業の総合的

な取組を進めることが必要である。 

 

・在宅医を含めた医療従事者の育成と地域に

おける医療連携体制の充実 

・市町が、地域の状況に応じた医療介護連携

がとれるよう、関係団体とともに協働した

体制の整備、促進 

（多職種協働による在宅医療提供体制、医

療・介護資源マップ等による・地域の医

療・福祉資源の把握・活用、在宅医療・

介護連携に関する会議の開催、多職種連

携のための研修の実施等） 

・退院支援に資する医療・介護サービス提供

施設間の連携体制の構築 

・在宅医療・介護サービスに関する住民への

普及啓発 
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【東播磨圏域】 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(1)病床の機

能分化・連

携の推進 

【東播磨圏域の医療施設の状況】 

管内の医療施設数は病院 40、医科診療所

は 536、歯科診療所は 339 あり、人口 10 万

人あたりの施設数では、いずれも全県の値よ

り少ない状況である。  

団塊の世代が75歳以上となる2025年に向

けて、病床の機能分化・連携等により将来の

医療需要に応じたバランスのとれた医療機

能を整備するため、地域で不足している病床

機能が充足できるよう、当該機能を担う病床

への機能転換等により、病床機能報告制度に

おける報告病床数と、地域医療構想における

必要病床数が次第に収れんされていくこと

を促していく必要がある。 

東播磨圏域の H26 年度の病床機能報告の

内容と 2025 年の必要病床数を比較してみる

と、リハビリや在宅復帰に向けた回復期病床

の充足を図るため、急性期病床から回復期病

床への転換を促す必要がある。 

慢性期病床が過剰となると見込まれるた

め、現行病床に含まれる介護療養病床から、

受け皿となる介護保険施設（老健等）及び国

が検討中の新たな類型への優先的な転換等

を検討する必要がある。 

慢性期患者等の受け皿となる在宅医療、施

設等の充実を図る必要がある。 

 

○ 病床の機能分化・連携等により将来の医

療需要に応じたバランスのとれた医療機

能の整備を図る。 

このため、病床機能報告制度による報告

内容、地域医療介護総合確保基金等の活用

事例等の情報提供を行い、各医療機関の病

床機能の分化・転換等の促進を図る。 

具体的には、急性期及び慢性期病床から

回復期病床への転換、介護療養病床から受

け皿となる介護保険施設（老健等）及び国

が検討中の新たな類型への転換等を促進

するとともに、慢性期患者等の受け皿とな

る在宅医療･施設等の充実等を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【専門的な医療機能の状況】 

① 小児・周産期:東播磨圏域には地域小児

医療センターが１病院ある。 

周産期医療については、地域周産期母子

医療センターが 1病院、協力病院が 1病院

指定されている。  

② がん:専門的ながん診療の機能を有する

医療機関は 6病院あり、このうち 1病院が

国指定がん診療連携拠点病院に、2病院が

県指定がん診療連携拠点病院に指定され

○ 東播磨圏域には高度・専門医療の提供を

行う医療機関が充実しているが、引き続き

機能の充実、強化を図るとともに、協力病

院、かかりつけ医等の支援医療機関との連

携強化を図る。 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

ている。                 

③ 脳卒中:脳血管疾患の急性期機能を有す

る病院は 8 病院あり、このうち 24 時間(ｵ

ﾝｺｰﾙ体制含む)対応病院は 4 病院ある。ま

た、回復期医療機能を有する病院は 12 病

院(うち 2 病院は急性期機能を併せ持つ)

ある。 

④ 心疾患:急性心筋梗塞の急性期医療の機

能を有する病院が 3病院あり、回復期機能

を有する病院が 5病院(うち 3 病院は急性

期機能を併せ持つ)ある。 

 

 

 

 

 

【救急医療体制】 

 一次(軽症)救急医療については、明石市立

夜間休日応急診療所と加古川夜間急病セン

ター及び在宅当番医制で対応している。 

二次(中等症)救急医療については、救急告

示医療機関(22 病院、1診療所)及び二つの病

院群輪番制(明石救急医療圏域(14 病院)と

東播磨救急医療圏域(11 病院))と、小児科に

ついては別に小児二次救急輪番制(4 病院)

で対応している。 

三次(重症)救急医療については、県立加古

川医療センターに併設されている救命救急

センターが担っている。 

救急搬送時間については、覚知から現場到

着平均、現場到着から収容平均をみると、県

平均より短い状況である。 

  

 

 

 

 

 

 

住民が急傷病時に安心して医療を受ける

ことが出来るよう、引き続き安定した救急医

療体制を確保する必要がある。 

 

○ 住民が急傷病時に、適時・適切な医療を

受けることが出来るよう、医療機関、消防

等の連携のもと、引き続き安定した救急医

療体制を確保する。 

  このため、地域の医師会、市町等が連携

しながら、医師の確保に努めるなど、休日

夜間急患センター及び在宅当番医制によ

る一次救急医療提供体制の整備、充実を図

る。 

  また、地域の医師会、医療機関、救急医

療機関等が連携しながら、二次救急輪番体

制の確保、充実を図るとともに、引き続き

三次救急医療体制の充実を図る。 

さらに、消防と医療機関等との連携を図

りながら、救急搬送体制の確保・充実を図

る。 

  また、不要不急な受診を減らし、適正な

受診を促進するため、適正受診についての

住民への普及啓発を図る。 

【救急搬送時間】 

 覚知から現場 

到着平均(分) 

現場到着から 

収容平均(分) 

東播磨 6.8 23 

兵庫県 8.0 28.0 

（H24 年度消防庁･救急搬送人員ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ） 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(2)在宅医療

の充実 

【在宅療養支援診療所及び在宅医療サービ

スを実施している医科診療所・歯科診療所

の状況】 

東播磨圏域には、在宅療養支援診療所は

H26 年には 82 箇所(H24 年:74 箇所)あり、

1,193 人の在宅療養患者を受け持っている。 

 

 

 

 

 

 

 

また、往診や訪問診療といった在宅医療サ

ービスを実施している医科診療所は、診療所

総数の 41.7%であり、県の 46.5%よりやや低

い。歯科診療所は、総数の 25.9%が在宅医療

サービスを実施しており、県の 23.2%よりや

や高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 在宅療養を担う在宅療養支援診療所や

在宅療養サービスを実施する医科・歯科診

療所の必要性について普及啓発し充実を

図るとともに、訪問看護ステーション等他

機関との連携体制の整備を図る。 

また、かかりつけ医、かかりつけ歯科医、

かかりつけ薬剤師が往診、訪問診療等に取

り組みやすいような仕組みや体制の整備

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【在宅医療を支援する病院の状況】 

東播磨圏域には、地域医療支援病院は 5

病院あり、地域医療を担うかかりつけ医、か

かりつけ歯科医等を支援している。在宅医療

を担う在宅療養支援病院は２病院ある。 

 

○ かかりつけ医、かかりつけ歯科医等を支

援するため、引き続き地域医療支援病院や

在宅療養支援病院の機能強化及び関係機

関間の連携強化を図る。 

 

【在宅療養支援診療所の状況 H26.10.1 医療施設調査より】 

  診療所総数 届出施設数 連携保険医療機関等の数  受け持つ在宅療養患者の数 

東播磨 525 82 172 1,193 

 

【在宅医療ｻｰﾋﾞｽを実施している診療所の状況 H26.10.1 医療施設調査】 

  
診療所 

総数 

在宅医療ｻｰﾋﾞｽ 

実施数(%) 

往診 在宅患者訪問診療 

施設数 実施件数 施設数 実施件数 

東播磨 525 219(41.7) 133 741 126 2,760 

兵庫県 4,983 2,319(46.5) 1,451 9,839 1,264 43,197 

 
【在宅医療ｻｰﾋﾞｽを実施している歯科診療所の状況 H26.10.1 医療施設調査】 

  
診療所 

総数 

在宅医療ｻｰﾋﾞｽ実

施数(%) 

訪問診療(居宅) 訪問 診療((施設) 

施設数 実施件数 施設数 実施件数 

東播磨 336 87(25.9) 69 812 55 2,775 

兵庫県 2,987 692(23.2) 502 5,182 438 15,051 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

【訪問看護ステーションの状況】 

東播磨には訪問看護ステーションが 53 か

所（H27.9.1）ある。人口 10 万人あたりでは

7.4 で、県の 8.7 よりやや低い状況にある。 

 

○ 在宅療養を担う訪問看護ステーション

の必要性について普及啓発し充実を図る

とともに、かかりつけ医等他機関との連携

体制の整備を図る。 

 

【在宅看取りの状況】 

平成 26 年の在宅死亡割合（施設含む）は

26.2％(H23 年：23.9%)であり、県平均の

24.7％より高い状況にある。 

病気を持ちながらも、住民が住み慣れた地

域で人生の最期まで暮らせるよう在宅医療、

施設、介護サービス等、地域での受け皿を整

備する必要がある。 

○ 在宅での終末期ケア、看取りが可能とな

るよう在宅療養支援診療所等の医療機関、

訪問看護ステーション、居宅介護支援事業

所等の在宅医療チームの体制の充実・整備

を図るなど、在宅での看取りの体制の整

備・充実を図る。 

  また、施設等での看取りが普及するよ

う、施設職員への指導・教育及び施設にお

ける看取りの体制の充実・整備を図る。 

  さらに、かかりつけ医の定着促進ととも

に、終末期の迎え方、緊急時の対応など看

取りを取り巻く状況について住民の理解

を深め、在宅医療や在宅看取りについて普

及啓発を図る。 

 

(3)医療従事

者の確保 

【医療従事者数】 

 東播磨圏域の平成 26 年の医師数は 1,376

人、歯科医師数は 469 人、薬剤師数は 1,533

人であり、人口 10 万人あたりでは、いずれ

も全県の値に比べ少ない状況である。 

  また、看護師数は 5,624 人で、人口 10 万

人あたりの就業者数は、全県の値に比べ少な

い。 

なお、病院に勤務する理学療法士数は

383.1 人、作業療法士数は 195.1 人で、人口

10 万人あたりでは全県の値とほぼ同じ状況

である。 

今後、在宅医療の充実を図るためには、医

師、歯科医師、薬剤師、看護師、栄養士及び

理学療法士等のリハビリテーション専門職

など、在宅での医療を担う人材の確保が必要

である。 

 

○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、栄養

士及び理学療法士等のリハビリテーショ

ン専門職等、在宅での医療を担う人材の確

保を図る。 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

【訪問看護ステーション従事者の状況】 

 H24 年介護ｻｰﾋﾞｽ施設・事業所調査では、

24 時間体制をとっている訪問看護ステーシ

ョンの看護師数は、人口 10 万人あたりでは、

県の平均値 24.0 と比較すると、高砂市は

38.4 と多いが、明石市 12.9、加古川市 20.1、

稲美町 13.9、播磨町 22.5 と少ない状況であ

り、訪問看護ステーションで働く看護師が不

足している。 

訪問看護師の育成・教育を図り、訪問看護

師を確保していくことが必要である。 

 

○ 訪問看護師を確保するため、研修体制や

現任教育等、訪問看護師の育成・教育の充

実を図る。 

(4)その他 【医療連携及び医療介護連携】 

 平成 23 年の医療施設実態調査では、病

病・病診連携の状況について、患者の検査･

手術･専門診療等において、紹介・逆紹介を

実施している病院は、回答のあった 39 病院

のうち、病院間では 35 病院(89.7%)、病診間

では 32 病院(82.1％)が実施していると回答

している。 

また、平成 26 年度に実施した、東播磨圏

域における退院調整に関する調査によると、

医療機関とケアマネジャーとの医療介護連

携の状況は、医療機関等は 65％、ケアマネ

ジャーは 51％が「地域連携が機能している」

と答えている。 

医療連携に比べ、医療介護連携は進んでい

ない状況であり、体制整備、充実を図る必要

がある。 

 

 

 

 

 

○ 入院医療から在宅医療へとスムーズに

流れるよう、医療介護連携体制の充実を図

る。 

また、在宅医療を担う訪問診療（訪問歯

科診療）、訪問看護、訪問リハビリテーシ

ョン、訪問薬剤管理指導及び介護サービス

等を行う多職種が連携し、必要なサービス

を提供する体制の充実を図る。  

具体的には、切れ目のない、医療連携及

び医療介護連携をスムーズに進めていく

ために、いつ・誰が・誰に・どんな情報を

提供するか等を定めた東播磨の医療と介

護の連携方策を現在作成中であり、今後、

活用することにより、かかりつけ医・病

院・介護支援門員等の関係者間の連携強化

を図る。 

  また、在宅の高齢者の病状が悪化した際

には、かかりつけ医やケアマネジャー等

が、病院と連携を図り、入院対応がスムー

ズに出来るようさらなる医療介護連携等

の充実を図るとともに、家族の疾病等によ

り、在宅で家族が高齢者を介護することが

困難な場合に、一時的に施設等をスムーズ

に利用できる体制を充実させる。 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

【地域連携クリティカルパスの活用状況】   

 東播磨圏域で、地域連携クリティカルパス

を使用しているのは、「脳卒中」が 18 病院、

｢大腿骨頸部骨折｣が 17 病院、｢がん｣が 16

病院であった。  

 

 
【地域連携クリティカルパスの活用状況】 
 (H26 年 10 月時点:加古川健康福祉事務所調査より） 

 

○ 急性期病院から回復期病院、さらにはか

かりつけ医への連携が図れるよう、クリテ

ィカルパスの充実を図ると共に、その必要

性について、住民及び医療関係者への普及

啓発を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

【他圏域との連携】 

 2025 年度の他圏域間との患者の流出入

は、神戸圏域(流出 10.1％、流入 3.1％)、北

播磨圏域(流出 1.4％、流入 3.0％)、中播磨

圏域(流出 2.6％、流入 1.8％)と予測される。 

 

 

 

【2025 年度の医療需要(流出入)】全機能、％表示  

※医療需要には在宅医療等も含む 

 

 

 

 

                  

 

○ 隣接する神戸圏域、北播磨圏域、中播磨

圏域との医療連携体制を充実し、患者の病

態に合わせて、最善の医療が切れ目なく提

供されるよう、高度急性期から急性期、回

復期、慢性期、在宅医療までの一連のサー

ビスを切れ目なく提供出来るよう、圏域を

越えた医療連携体制の充実を図る。 

 

 

 

 

 

  

対象疾患名 脳卒中 大腿骨頸部骨折 がん 急性心筋梗塞 その他 

使用医療機関 

(病院)数 

18 17 16 3 3 

 

神戸 阪神南 阪神北 東播磨 北播磨 中播磨 西播磨 但馬 丹波 淡路

神戸 89.1% 2.0% 0.9% 3.1% 1.7% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.2%

東播磨 10.1% 0.4% 0.3% 83.0% 1.4% 2.6% 0.3% 0.0% 0.0% 0.2%

北播磨 5.2% 0.6% 1.1% 3.0% 86.5% 1.5% 0.2% 0.1% 0.3% 0.0%

中播磨 1.4% 0.3% 0.3% 1.8% 1.5% 88.5% 4.4% 0.0% 0.0% 0.1%

患
者
住
所
地

医療機関所在地



第４章 ３ 課題及び具体的施策【北播磨圏域】 

 

66 

 

【北播磨圏域】 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(1)病床の機

能分化・連

携の推進 

【医療提供体制】 

北播磨圏域は、県のほぼ中央に位置して

おり、地理的には南北に長い一方、居住区域

としては東西に広がっているという特徴が

ある。 

 2025 年推計によると、自圏域での医療需

要は 86.5％であり、圏域北部では、隣接す

る丹波圏域から市立西脇病院への患者の流

入が若干ある一方、当圏域からは、神戸圏域

や東播磨圏域の医療機関に対して消化器系、

呼吸器系疾患の患者の流出が見られる。 

北播磨圏域には、22 の病院、212 の医科診

療所、132 の歯科診療所があるが、2025 年の

必要病床数推計と現在の稼働病床との比較

では、高度急性期の病床が 108 床不足してお

り、高度医療等について、今後、圏域内でど

のような取組みを推進すべきかが課題であ

る。 

 

 

 

○ 北播磨圏域では、これまで公立・公的病

院がそれぞれの特化した診療機能を活か

し、病病連携、病診連携を図ってきた。 

また、病病・病診連携を推進するため、

地域医療情報システム「北はりま絆ネッ

ト」の整備に取り組み、平成 25 年度には

システムの全面実施となっている。 

今後も、システムへの参加促進やあり方

の検討に取り組むとともに、地域医療介護

総合確保基金の活用により、安定的かつ継

続的な運用が図れるようシステムの基盤

整備を行う。 

○ 団塊の世代がすべて後期高齢者となる

2025 年を見据えると、労働人口の高齢化

や健康志向、生涯現役志向の高まり及び生

活習慣病の増加や疾病構造の変化等によ

り、急性期病床から回復期病床への移行に

ついては、これからも慎重に議論する必要

がある。今後の経過により、病床機能の転

換や回復期機能及び慢性期患者の受け皿

となる在宅医療、施設等の充実が必要とな

った場合には、地域医療介護総合確保基金

を活用することにより円滑な移行を図る。 

 

【救急医療体制】 

 小児科の救急医療については、公立病院や

管内医療機関、医師会等が協力して対応して

いるが、公立病院の小児科医師の退職等によ

り、小児救急医療体制の維持が難しくなって

いる。 

 また、当圏域では医療機関までの移動に車

が必要であり、孫が発症しても親の帰宅を待

つ祖父母も多いことから、圏域を越えて夜間

の小児患者の入院や救急搬送が行われてい

る場合がある。 

 

 

○ 小児救急輪番制の堅持及び拡大に向け、

圏域内の公立・公的病院や小児科医療機

関、関係行政機関等により、小児救急に関

する役割分担や救急搬送を含めた救急医

療体制のあり方について、継続的に協議を

行う。 

○ 一次小児救急医療体制を強化するため、

地域医療介護総合確保基金を活用した広

域のこども急病センターの整備を検討す

るなど、一次救急を集中させることで、二

次救急を担う医療機関・小児科医の負担を

軽減し、空白の生じない一次・二次救急体

制の構築を目指す。 



第４章 ３ 課題及び具体的施策【北播磨圏域】 

 

67 

 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域医療介護総合確保基金を活用して、

小児救急に携わる育児関係者、医療関係

者、施設職員、関係行政職員等を対象に、

育児リーダー講座や小児救急医療研修等

を開催することにより、小児救急知識の普

及啓発を円滑かつ効果的に図り、休日・夜

間の安易な救急搬送を未然に防止する。 

(2)在宅医療

の充実 

【高齢化の状況】 

管内の平成 27 年２月１日現在の高齢化

率は 28.9％となっており、2025 年の北播

磨圏域の人口については、総数は減少する

が、高齢者人口は若干の増加になる見込み

である。 

【在宅医療の状況】 

  圏域内の病院で、訪問診療を実施してい

る病院は 7 病院、訪問看護実施病院は 4

病院、訪問リハビリ実施病院は 4病院であ

る。また、在宅療養支援病院は 4病院、在

宅療養支援診療所は 43 箇所、地域包括ケ

ア病棟を有する病院は 7病院、訪問看護ス

テーションは 23 箇所となっている。 

訪問診療を行う診療所等を増やす必要

があるが、集落が点在している当圏域で

は、かかりつけ医にとって大きな負担とな

っている。また、圏域外に在住する医師も

多く、夜間の対応が難しいことから、病院

の平均在院日数も 38.1 日と長くなる傾向

○ 訪問診療を充実・強化するため、かかり

つけ医の支援体制を確立するとともに、地

域住民に対して、かかりつけ医を持つこと

の意義など、在宅医療・介護連携に関する

理解の促進を図る。 

○ 「北はりま絆ネット」をかかりつけ医や

訪問看護師、ケアマネジャー等の連携にお

ける有効なツールとして効果的な活用を

図ることにより、訪問看護等在宅医療に関

するサービス提供体制の充実を図るとと

もに、多様な疾病や在宅療養者のニーズに

適切かつ効果的に対応できる多職種連携

体制を構築する。 

○ 在宅医療に関わる多職種の医療福祉従

事者に対する専門研修の 充実を図り、在

宅医療に積極的に取り組む人材の育成を

促進する。 

○ 北播磨磨圏域では、圏域内の医師会、病

院、ケアマネジャー等の協力により、市町

を越えた圏域内での連携強化と円滑な入

救急医療体制 （平成 27 年 11 月 30 日現在） 
区分 
 

地区名 

一次 二次 三次 
救急告示 
医療機関数 休日夜間 

急患ｾﾝﾀ  ー
在宅当 
番医制 小児科 内科・外科系 

病院群輪番制 
小児科病院 
群輪番制 

救命救急 
ｾﾝﾀｰ 

西脇 
多可 

休日急患 
ｾﾝﾀｰ  

市立西脇病院 
 
北播磨総合医療ｾﾝﾀー  

 
加東市民病院 

市立西脇病院 
北播磨総合医療ｾﾝﾀｰ 

市立加西病院 
加東市民病院 
大山病院 
服部病院 

三木山陽病院 
ときわ病院 

市立西脇病院 
 
北播磨総合医療ｾﾝﾀｰ 

 

県立加古川医療ｾﾝﾀー  
県立姫路循環器病ｾﾝﾀー  
製鉄記念広畑病院 
県立こども病院 

公立(公的)2 
私立 1 

三木 
歯科医師会 
附属休日
歯科診療所 

平日夜間 
休 日 私立 3 

小野 
加東  平日夜間 

休 日 
公立 2 
私立 1 

加西  休 日 公立 1 

計 2 3 3 8 2 4 公立(公的)5 
私立 5 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

にあり、当圏域は全県で第 3位となってい

る。 

在宅医療を定着させるためには、医療・

介護資源の充実を図るとともに、24 時間

医療が提供可能な体制の確保が必要であ

り、医療従事者の多職種連携や在宅医療に

関する専門的なスキルアップも求められ

ている。  

2025 年の必要病床推計と現在の稼働病

床数との比較では、慢性期の病床数が 105

床過剰となっており、病院から在宅への円

滑な移行、在宅医療の充実が今後の課題と

なっている。 

 

退院支援を目指して、「北播磨圏域要介護

者における入退院支援の手引き」を作成し

たところであり、今後は、圏域内関係機関

等に対して手引きの普及啓発を行い、病院

から在宅、医療から介護への円滑な移行を

促進する。 

○ 医師会、病院、在宅医療実施医療機関、

居宅介護支援事業者、学識経験者、関係行

政機関等により、この圏域での訪問診療に

関する効率的な実施方法や支援体制のあ

り方等について検討していく。 

(3)医療従事

者の確保 

○ 北播磨圏域においては、市立西脇病院に

県養成医師が派遣されているが、加東市民

病院、多可赤十字病院、兵庫あおの病院に

おいて、常勤医師の不足により、当直医の

確保や救急の受け入れが難しくなってい

る。また、診療科別医師数は、小児科、産

婦人科をはじめ、多くの診療科で全県平均

医師数を下回っている。 

  病院の規模や機能等の問題により、看護

師の確保が困難な病院がある。 

 

○ 県では、医師確保対策として、養成医師

の増員、後期研修修了医等県採用制度等に

取り組んでいる。今後は、配置可能医師数

の増加が見込まれることから、北播磨圏域

への配置医師数の増加を図る。 

○ 広域行政を担う県が、関係行政機関等と

の情報共有、連絡・調整を緊密に図り、不

足する医師の充足に努める。 

○ 圏域内の 24 時間医療提供体制を確保す

るため、地域医療介護総合確保基金を活用

して、質の高い居住空間や特色ある文教施

設等を整備し、医療従事者にとって暮らし

てみたいまち、魅力ある職場環境を創出す

る。 

○ 圏域内で看護教育を行っている大学や

専門学校及び医療・福祉機関、関係行政

機関との間で看護師確保に関する連携体

制を構築する。 

○ 県看護協会北播支部が開催する看護職

合同説明会に対して、県及び市町が積極

的に支援することにより、看護師確保に

努める。 
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【中播磨圏域】 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(1)病床の機

能分化・連

携の推進 

○ 病院・診療所等の医療資源は、圏域南部

(姫路市南部)に集中し、北部(神崎郡、姫

路市北部)に少ない。 

○ 患者の約９割は、圏域内で入院医療及び

救急医療を受けているが、疾患によって

は、圏域外の医療機関を利用している。ま

た、隣接する西播磨圏域からの患者流入が

多い。 

○ 病床機能報告制度による病床機能毎の、

現在の病床数と 2025 年の必要病床数を比

較すると、急性期及び慢性期病床が過剰と

なり、回復期病床が不足すると見込まれ

る。在宅復帰に向けた医療やリハビリテー

ション等を行う回復期病床は、急性期病床

や患者居住地の近くにあることが望まし

い。このため、地域に必要な病床機能の強

化を図るとともに、回復期病床を充実する

必要がある。 

○ 在宅医療の需要に対応するため、慢性期

患者の受け皿(施設等)をいかに確保する

かが課題である。 

○ 急性期から在宅医療に至る一連の医療

サービスを切れ目なく提供できるように、

限られた医療資源を有効に活用する必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

①病床の機能分化の推進 

ア 病床機能の分化・連携を進めるための地

域医療構想調整会議等の開催 

イ 急性期病床の転換支援 

・高度急性期病床(ICU･HCU 等)の更なる充

実 

・急性期病床における夜間看護の充実 

・回復期病床への転換 

ウ 慢性期病床の施設等への転換支援 

・療養病床(介護療養型)から施設への転換 

・慢性期病床の職員の充実 

・回復期病床への転換 

エ 在宅医療･施設等の充実 

・機能強化型訪問看護ステーションの整備

促進 

・病院･診療所による訪問看護･訪問リハビ

リテーションの充実 

・急性期病院、回復期病院、訪問看護ステ

ーション等が連携したリハビリテーシ

ョンの推進 

②医療と介護･福祉の連携強化 

・医療機関と介護保険施設及び障害者総合

支援法施設･事業所との広域連携 

・医療及び介護･福祉に係る多職種連携の

ための会議･研修会の開催 

③病病､病診連携及び医科･歯科･薬科連携の

推進 

・医療の質の確保･向上のための公民連携

(パブリック・プライベート・パートナ

ーシップ＝PPP)の確立 

・地域医療連携クリティカルパスの促進 

・医師会や医療機関を中心とする研究会に

よる病病､病診ネットワークの推進 

・医･歯･薬連携の強化 

・情報通信技術(ICT)活用等による地域医

療連携システムの構築 

 



第４章 ３ 課題及び具体的施策【中播磨圏域】 

 

70 

 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

 

 

 

 

 

 

 

○ 県立姫路循環器病センターと製鉄記念

広畑病院の統合再編にあたり、中核的病院

としての更なる機能充実と、他の医療機関

との一層の機能分担・連携促進等が必要で

ある。また、統合再編(製鉄記念広畑病院

の移転)に伴い、姫路市南西部地域におけ

る地域医療の確保が求められる。 

○ 高齢化が著しい中山間地域に位置し、医

療資源が限られる中播磨圏域北部(神崎

郡)では、公立神崎総合病院が唯一の総合

病院である。一次救急は、近隣診療所医師

の協力を得て維持し、二次救急の充実に努

めており、今後、更に近隣病院や関係団

体・施設等と連携し、ニーズに合わせた地

域医療を提供する必要がある。また、隣接

する西播磨圏域北部の公立宍粟総合病院

とは、中山間地に立地し、自治体病院とい

う共通点があるため、中播磨・西播磨圏域

における医療の更なる充実に向けた両病

院間の診療･運営面での連携推進が求めら

れる。 

【参考】 

・中播磨圏域及び西播磨圏域は、三次救急西

播磨ブロックに位置付けられ、姫路市所在

の県立姫路循環器病センターと製鉄記念

広畑病院が、救命救急センターに指定され

ている。 

・両圏域は、小児医療連携圏域及び周産期西

播磨圏域に位置付けられ、姫路市所在の姫

路赤十字病院が、その中核的な医療を担う

機関として、地域小児医療センター及び総

合周産期母子医療センターに指定されて

いる（地域周産期医療センターは未設置）。 

 

④自治体病院等の機能見直しによる再編・ネ

ットワーク化の推進 

ア 県立姫路循環器病センターと製鉄記念

広畑病院の統合再編 

・中播磨･西播磨圏域の 3 次救急を初めと

する高度専門・急性期医療の充実、地域

課題への対応 

・地域の医療機関との機能分担・連携の促

進 

・中播磨・西播磨圏域の医療機関等の研修

体制、診療体制の支援(ICT を用いたテ

レカンファレンス、遠隔診断技術導入

等) 

・統合再編後の姫路市南西部の医療提供体

制の確保 

・中播磨・西播磨圏域の周産期医療につい

て、基幹的病院である姫路赤十字病院を

補完するために必要な診療機能の充実 

イ 公立神崎総合病院 

・一次・二次救急の充実 

・近隣病院・診療所、関係団体や施設等の

ほか、公立宍粟総合病院(西播磨圏域北

部)との連携を強化 

・連携施設等との協働による訪問診療体制

の構築 

(2)在宅医療

の充実 

○ 2025 年に在宅医療等を必要とする患者

数は、患者住所地ベースで約 1.5 倍になる

と推計される。 

（2013 年:4139.8 人/日→2025 年:6030.6 人/日） 

①在宅医療の確保・地域偏在の解消 

・在宅医療提供に必要な設備･支援ツール

の整備 

・在宅医療を担う医科、歯科、訪問看護ス 
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

 

○ 在宅医療の実施状況には、地域差がみら

れる。在宅医療を新たに担う医師・看護師

等の確保が困難な状況にあり、担い手が少

ない地域においては、特に病病､病診連携

が必要である。 

○ 民間事業者等が整備する高齢者向け住

宅で、医療を受ける高齢者が増加してい

る。これらの住宅や施設等との連携や職員

の研修体制が課題となっており、PPP によ

る取組みが求められる。 

○ 今後、医療を必要とする要介護者や認知

症高齢者等が、更に増加する見込みであ

り、これまで以上に医療・介護資源の実態

把握や情報共有、連携体制の強化が求めら

れる。また、現在取組んでいる市町及び医

療・介護関係機関等による連携会議を通じ

て、在宅医療と介護のネットワークづくり

をより促進する必要がある。 

テーション、薬局等の確保 

・在宅医療を担う病院･診療所の役割分担

と連携促進 

・かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かか

りつけ薬剤師・薬局の定着と連携促進 

・訪問看護ステーションの広域連携 

・病院と施設と訪問看護ステーション間の

看護職員の相互研修 

②医療･介護･福祉の多職種による一体的な

サービス提供体制の構築 

・医療と介護に係る連携会議等の広域開

催、多職種連携のための研修 

・中播磨圏域入退院調整ルールの利用促進 

・患者情報を集約した医療介護連携ツール

(ICT 含む)の導入 

・医療･介護資源情報の効率的な把握・共

有のためのシステム作り 

・子どもや障害者を含めた医療と福祉の連

携促進 

 

 ○ 家族や地域の介護力が低下する中、より

住民ニーズに沿った医療・介護提供体制を

整備する必要がある。 

○ 在宅医療や看取りに関する患者･住民の

理解を深めるための情報提供が必要であ

る。 

③在宅医療に関する普及啓発 

・住民や地域ニーズの把握のための調査 

・在宅医療や看取りに関する相談窓口の充

実、講演会等の実施 

(3)医療従事

者の確保 

○ 医師数は、人口10万人あたり203.7であ

り、全国・全県平均に比べて低く、高齢化

も進んでいる。 

○ 医師不足等の影響により、後送輪番の辞

退や一部診療科の休止等、必要な医療を提

供できない医療機関が見受けられる。 

○ 医師・看護師等医療従事者の確保と地域

定着に取組む必要がある。 

 

①医療従事者の確保･定着 

・研修医の病院間での相互研修体制の確立 

・医療従事者等の教育･研修機能の充実 

・潜在看護師、潜在歯科衛生士、潜在管理

栄養士への復職研修 

・ICT を活用した研修システムの導入 

・勤務環境改善のための取組強化 

②医療従事者を目指す若者の育成 

・学生に対する地域医療体験、医療系学校

進学セミナー、就職相談等の実施 

③適切受診の啓発 

・地域住民への適切受診の啓発と救急医療



第４章 ３ 課題及び具体的施策【中播磨圏域】 

 

72 

 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

電話相談事業等の充実 

 

(4)その他 ○ 高齢化に伴い、認知症高齢者が増加して

おり、BPSD(周辺症状＝行動・心理症状)

に家族や施設等が対応できていない。ま

た、身体合併症を抱えた認知症患者への対

応が精神科病床では難しいことから、治療

や介護体制の充実と受入先の確保が必要

である。 

①認知症に係る連携強化 

・医療及び介護従事者への認知症対応力向

上研修 

・認知症対応医療機関と介護事業所の連携

体制の強化 

・認知症疾患医療センター及び精神科病院

と、一般医療機関との連携促進 

○ 在宅医療を必要とする患者は、摂食嚥下

機能が低下している場合が多く、口腔機能

の維持･向上や摂食嚥下障害、誤嚥性肺炎

の予防のための口腔ケアや口腔機能管理

の強化が求められる。 

 

②口腔機能の管理強化の取組 

・医科歯科連携の強化 

・口腔ケア及び食支援の充実 

 ○ 社会医療法人財団聖フランシスコ会が、

重症心身障害児･者への医療提供及び生活

支援を行う医療型障害児入所施設及び療

養介護事業所を平成 29 年 4 月に開設予定

である。 

○ 身体合併症を有する精神科患者の医療

提供体制や、長期入院患者の地域移行・地

域定着支援については、未だ不十分な状況

にある。 

③障害児･者医療の充実 

・医療型障害児･者施設による、医療提供

及び生活支援の充実と地域連携の促進 

・障害児･者に対応できる在宅医療の充実 

・一般病院と精神科病院との連携強化 

・精神障害者の地域移行・地域定着を含む

地域生活支援の推進 

 ○ 小児から高齢者まで、障害の有無･種別

に関わらず、誰もが住み慣れた地域で自分

らしい暮らしを人生の最後まで送ること

ができるように、住まい・医療・介護・予

防・生活支援が一体的に提供される地域包

括ケアシステムの構築が必要である。 

④地域包括ケアシステム構築に向けた取組 

・住民、保険者、企業、医療･介護･福祉関

係者、行政等の連携による健康づくりや

地域づくりの取組の推進 

・医療･介護･福祉のワンストップ窓口の設

置及びコーディネーターの育成 

・地域ケア会議の充実によるケアマネジメ

ントの推進 
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【西播磨圏域】 

項 目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(1)病床の機

能分化・連

携の推進 

○ 西播磨には、24 箇所の病院、199 箇所の

医科診療所、103 箇所の歯科診療所があ

り、地域の様々な保健医療福祉関係者と協

力しつつ、それぞれ相互に連携しながら、

地域の医療を支えている。 

赤穂市民病院は、地域医療支援病院、災

害拠点病院、へき地医療拠点病院、がん診

療連携拠点病院、肝疾患専門医療機関、感

染症指定医療機関等に、公立宍粟総合病院

は､へき地医療拠点病院等に位置づけられ

ており、圏域・地域の中核的な病院として

の役割を担っている。 

救急医療については、一次は、各医師会

が中心となり、休日夜間急病センターと在

宅当番医制で、二次は、病院群輪番制で対

応しており、三次については、中播磨・西

播磨圏域が１つのブロック（西播磨ブロッ

ク）となっており、姫路市内の病院が救命

救急センターに指定されている。 

救急医療に加え、小児救急については、

中播磨と西播磨の二次小児救急圏域で「小

児医療連携圏域」、周産期医療についても、

中播磨と西播磨で「西播磨圏域」を形成し

ており、それぞれ、姫路市内の病院が中核

的な医療機関として位置付けられている。

（圏域内においては、赤穂市民病院、赤穂

中央病院、公立宍粟総合病院が中心的な役

割を担っている。） 

それら以外の分野については、西播磨圏

域内での医療の提供が基本となるが、圏域

南部の旧「西播磨臨海」地域が、完結率が

高いのに比べ、中部から北部にかけては、

一定程度、姫路市等中播磨の医療機関への

流出が見られる。 

また、他府県との関係では、赤穂市で、

同市･上郡町と定住自立圏を形成する備前

市から一定規模の患者の流入があり、佐用

○ 西播磨圏域の北部・中部は、以前は中播

磨と同一圏域であり、日常生活での姫路市

方面への自然な人の流れもあり、全ての医

療を西播磨圏域内で完結するのは生活の

実態から外れる面もあるため、基本的な方

向性としては、圏域内の医療体制の維持・

強化と共に、従来からの中播磨圏域との連

携の維持・強化を図ることが重要である。 

① 現在進行中の、赤穂市民病院の第二期

構想や、姫路市における病院統合計画

等、圏域の住民への医療確保の強化に繋

がる計画について、圏域の関係者の支援

により、円滑な進行に協力する。 

② 地域医療介護総合確保基金を積極的に

活用するなどして、各医療機関の機能強

化を図る。 

ア 急性期から回復期病床への転換を図

る。 

イ 介護療養病床から、現在厚生労働省

が検討を進めている「新たな施設」等

への優先的な転換を図る。 

ウ 慢性期患者の受け皿となる在宅医

療、施設等の充実を図る。 

エ 公立病院間の連携強化(西播磨圏域

北部の公立宍粟総合病院と隣接する

中播磨圏域北部の公立神崎総合病院

とは、どちらも中山間地に立地してお

り、自治体病院という共通点もあるこ

とから、現在も医療圏域を超えた連携

が行われているが、両圏域における医

療の更なる充実に向け両病院間の連

携の推進を図る、等。) 

③  県立姫路循環器病センターと製鉄記

念広畑病院の統合による県立の新病院

から医師派遣を受ける等、へき地医療の

確保を引き続き行う。 

 ④ 西播磨圏域の周産期医療について、県
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項 目 圏域の現状と課題 具体的施策 

郡では美作市･津山市との間に患者流出入

が多いなど、隣接する岡山県との間で関係

性が強い。 

○ 2025 年の必要病床数推計と現在の稼働

病床数との比較でも、高度急性期の病床が

139 床不足しており、高度医療等、現状で

も中播磨に一定程度流れている医療を、今

後如何に確保するかが課題となる。 

 

立の統合新病院が、基幹的病院である姫

路赤十字病院を補完し、同病院ととも

に、リスクの高い妊婦及び新生児の受入

を行う。 

(2)在宅医療

の充実 

○ 2025 年の必要病床数推計と現在の稼働

病床数との比較でも、慢性期の病床が 269

床過剰となっており、病院から在宅への流

れの中で、在宅医療の充実が喫緊の課題と

なっている。 

圏域の現在の在宅医療の体制は､届出の

ある在宅療養支援病院は 2箇所、在宅療養

支援診療所は 22 箇所、在宅療養支援歯科

診療所は 20 箇所あり、病院、診療所につ

いては人口 10 万人あたりの施設数は県平

均より低い。 

在宅療養後方支援病院は 2箇所、地域包

括ケア病棟を有する病院は 4箇所ある。 

訪問看護事業所・ステーションは 25 箇

所（うち 3 箇所休止中）あり、人口 10 万

人あたりの事業所数は県平均より低い。 

県立リハビリテーション西播磨病院は

在宅復帰に向けたリハビリ、退院調整を行

なっており、また認知症疾患医療センター

としても市町の認知症対策を支援すると

ともに、西播磨圏域認知症疾患医療連携協

議会等を通じて、医療機関をはじめとする

関係機関と情報共有を図っている。 

○ 在宅歯科診療については、現在のとこ

ろ、供給不足とはなっていないが、潜在的

な需要が掘り起こされると供給不足とな

ることが予想される。 

○ 在宅医療サービスとしての訪問服薬指

導は、薬剤師の不足により十分には行えて

○ 在宅医療を提供する医療機関を増やす。 

○ 自治体も含め、関係者の支援により、訪

問看護体制の強化を図るなど、在宅医療体

制を強化する。 

○ 県立リハビリテーション西播磨病院に

おいては、圏域内外との連携を図る一方、

圏域の認知症疾患対策の中核的機能の更

なる充実を図る。 

○ 訪問歯科診療のより積極的な活用を検

討するとともに、口腔ケアを担う歯科衛生

士の養成を行う。 

○ 薬剤師の確保と活動ができる環境整備

について検討するとともに、地域住民なら

びに関係職種に、薬剤師の訪問服薬指導等

薬剤師の役割と薬局の業務について周知

を図る。 

○「病院在宅連携ルール」の活用度や利便性

の更なる向上を図り、資源の有効活用を進

める。 

○ 介護保険施設・事業所の整備を図るとと

もに、いわゆる特定行為が出来る職員の養

成を促す。  

○ 限られた在宅医療資源を効果的に活用

する方法として、サービス付き高齢者向け

住宅の整備と高齢者の集住を検討する。 

○ 介護職員の人材養成及び確保や市町介

護保険財政の維持ができるよう制度の見

直しを要望する。 
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項 目 圏域の現状と課題 具体的施策 

おらず、薬剤師の役割も住民をはじめ関係

職種に浸透していない。 
○ 限りある医療・介護の資源を有効に活用

するため、圏域のリハビリテーション支援

病院である赤穂中央病院や行政が調整し、

地域医師会、病院、ケアマネジャーの連携

のもと、病院から在宅への円滑な移行を目

指した「病院在宅連携ルール」を揖龍地

区・赤相地区で運用している。 

○ 特別養護老人ホームやサービス付き高

齢者向け住宅では体制的・機能的に医療の

対象となる者の受け入れが難しい。 

○ 広域な地域では訪問診療に時間がかか

り効率が悪い。 

○ 慢性期患者の受け皿として在宅での受

け入れが進むと、在宅医療、在宅介護分野

でのマンパワー不足がより一層深刻化す

るとともに、施設入所やサービス提供の増

加に伴い市町介護保険財政が圧迫される。 
 

(3)医療従事

者の確保 

○ 西播磨圏域の医師数は、人口 10 万人あ

たり 153.6 であり県下で最も低い。 

○ 現在の医師確保支援として、県養成医師

を、へき地医療拠点病院である、赤穂市民

病院と公立宍粟総合病院に配置している。

また、兵庫県が大阪医科大学に新たに寄附

講座を設置し、圏域・地域の中核病院であ

る、赤穂市民病院と公立宍粟総合病院への

医師派遣を受けている。 

○ 看護師不足による訪問看護事業所の閉

鎖事例があるなど看護師の確保も困難で

ある。 

○ 薬剤師の不足により訪問服薬指導が十

分には行えていない。薬局・薬剤師に係る

制度の改正があるが、薬剤師が薬局外に出

て行くための環境が整っていない。 
 

○ 兵庫県は、養成医師（医学生）の枠を順

次拡大しており、今後、配置可能医師数の

増加が見込まれることから、県庁と連携

し、西播磨への配置医師数の増加を図る。 

○ 県立姫路循環器病センターと製鉄記念

広畑病院の統合による県立の新病院から

医師派遣を受ける等、へき地医療の確保を

引き続き行う。(再掲) 

○ 中・西播磨で開催している看護学生・看

護師のための病院合同就職説明会の継続、

在宅看護師の復職支援、圏域内の看護学校

や看護師養成大学への教官派遣や実習へ

の協力、学生へのＰＲの強化等により、

圏域内での就業の確保に努める。 

○ 薬剤師の確保と活動ができる環境整備

について検討する。(一部再掲) 
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【但馬圏域】 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(1)病床の機

能分化・連

携の推進 

○ 但馬圏域では、平成 19 年に関係機関の

協議による、医療機能の再編、医師集約化

が図られ、一定の成果が得られた。 

○ しかし、2025 年の医療需要に合わせた

更なる機能分化、連携強化が必要であり、

但馬圏域内の病院間の効率的な連携、医療

機能の充実による急性期から慢性期まで

の一体的な運営が望まれる。 

○ 病床機能報告から、急性期病床の過剰、

回復期病床の不足が見られ、バランスの取

れた医療提供体制への機能転換が望まれ

る。 

①但馬圏域内の病院機能分化の支援 

・但馬圏域内の各病院が機能分化を図るた

めの病床機能の見直し、転換の支援 

・圏域内を中心とした後送病院との連携強

化、医療人材の充実等による高度急性期

機能の確保 

・過剰な急性期病床から不足する回復期病

床（回復期リハビリテーション病棟及び

地域包括ケア病床）への転換と人材確保

の支援 

②病院間連携の推進 

・地域医療連携クリティカルパスの導入に

加え、疾患別だけでない総合的な転院支

援の病院連絡会の定期実施 

・診療科の相互支援（精神科、整形外科、

眼科、歯科口腔外科等） 

・ＩＣＴ活用による医療連携ネットワーク

の構築 

・但馬内の全ての公立病院へのＴＶカンフ

ァレンスの導入 

・病院間連携による総合診療専門医養成プ

ログラムの作成 

(2)在宅医療

の充実 

○ 回復期病床の機能強化、患者の在宅復帰

を促進することで、今後、在宅医療の需要

増加が予測されるが、現状では診療所医師

の高齢化が深刻であり、訪問診療医をはじ

めとする在宅医療を支える人材確保、連携

が必要である。 

○ 但馬圏域で不足している回復期病床の

確保と機能強化のためには、特にリハビリ

テーション関連職員の確保が必要である。 

○ 地域包括ケアシステムを構築するため

の総合的な地域医療・介護の連携体制づく

りが必要である。 

①病診、病院地域連携 

・病院から開業医への逆紹介の連携システ

ム作り（在宅療養診療医登録システム

等） 

・看護と介護の連携のシステム化（但馬圏

域退院支援運用ガイドライン） 

・病院と介護関係者の連携の推進 

・歯科口腔ケアにかかる病院と歯科医師と

の連携システムづくり 

②在宅医療・介護連携への支援 

・訪問看護ステーションの広域連携 

・薬剤師の訪問薬剤管理指導の推進 

・医師をはじめとする在宅医療を支える

人材の確保 

・地域偏在解消の取組みを支援（訪問診療
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医の確保と病院からの訪問診療の役割

分担） 

・在宅医療を支える開業医のグループ化 

(3)医療従事

者の確保 

○ 但馬地域の人口は、2010 年の約 18万人

から、2025 年には約 15万人に減少する。 

○ 高齢者人口の絶対数の変動は少なく、当

面医療需要は変動しないと見込むが、高齢

者数がピークとなる 2020 年以降減少に向

かう予測である。一方、都市部における医

療需要は増える見込みで、働き手の人口が

減少する但馬地域においては、医療従事者

の確保が今後も難しいものと思われる。 

○ 人材確保のための継続的な努力を続け

るとともに、減少する医療需要に見合う規

模の病床と、限られた人材の中で提供可能

な医療体制を構築することも必要である。 

 

・過剰な急性期病床から不足する回復期病

床（回復期リハビリテーション病棟及び

地域包括ケア病床）への転換と人材確保

の支援（再掲） 

・病院間連携による総合診療専門医養成プ

ログラムの作成（再掲） 

・医師をはじめとする在宅医療を支える人

材の確保（再掲） 

・地域偏在解消の取組みを支援（訪問診療

医の確保と病院からの訪問診療の役割

分担）（再掲） 

・在宅医療を支える開業医のグループ化

（再掲） 

(4)その他 ○ 地域医療構想の実現のためには、地域住

民の理解を得ることが欠かせない。 

○ 地域医療構想の進捗管理が必要である。 

・行政、医療機関による地域住民への地域

医療構想の普及啓発 

・地域医療構想の評価を、客観的指標を使

って行う。（例：在宅看取り率など） 
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【丹波圏域】 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(1)病床の機

能分化・連

携の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人口動態 

 ・総人口は 2010 年の 11.1 万人から 2025

年には 9.5 万人(2010 年比△14%)へと減

少、15歳から 64 歳の生産年齢人口は 2010

年の 6.4 万人から 2025 年には 5.0 万人

(2010 年比△22%)へと減少、いずれも 2025

年以降も更に減少することが見込まれる。 

 ・一方、75 歳以上人口は 2010 年の 1.8 万

人から 2025 年には 2.1 万人(2010 年比＋

17%)へと増加するが、その後は減少するこ

とが見込まれる。 

○入院受療状況 

 ・2025 年推計によると、圏域内完結率は

76%であり、高度急性期及び急性期につい

ては、消化器系疾患、心筋梗塞、頭部外傷

などの救急体制の不足から、圏域内在住者

が阪神北・北播磨圏域のほか、京都府での

受療が見込まれる。 

 ・一方、慢性期においては、圏域内の医療

機関に但馬圏域・京都府在住者からの受療

が見込まれる。 

○医療提供体制 

 ・県立柏原病院と柏原赤十字病院が統合

し、平成 30 年度に開設(320 床)予定（以

下「新病院」という）である。 

 ・必要病床数推計による慢性期病床は 339

床であり、現行稼働病床数 468 床と比較し

て 129 床が過剰となるが、療養型病床は常

に満床に近い稼働率で待機患者が発生す

るなど、圏域でのニーズが高い状況にある

ことから、まず、在宅医療の提供体制を整

備していく必要がある。 

○不足している入院医療機能 

 ・主に三次救急、がん(肺・肝)、心疾患、

脳疾患、ハイリスク分娩、重症児の入院医

療機能が不足していることから、これらの

機能について新病院における機能充実や

圏域内又は隣接圏域の病院間連携の強化

○医療提供体制の充実、連携体制の強化 

 ・新病院においては、がん・循環器疾患・

脳卒中などの高度専門医療、三次救急、小

児・周産期医療の基幹病院としての役割を

果たすこと、また、整備予定の丹波市地域

医療総合支援センターとともに、これまで

県立柏原病院が行ってきた急性期医療、柏

原赤十字病院が行ってきた回復期と予防

医療を引き継いでいくことが望ましい。 

 ・圏域内に全ての医療機能を整えるのが望

ましいが、新病院の開院後においても、心

臓血管外科や肺がん、肝がんを専門とする

外科医の確保は難しいことから、大学病院

や隣接圏域の医療機関との連携強化を図

る。 

 ・二次救急については、地域住民は圏域内

での受療を強く望んでおり、現行の圏域内

６病院（救急告示病院）による輪番制を維

持しつつ、各医療機関は圏域内の医療需要

に応じた診療機能の充実に努める。 

 ・新病院の救急体制が充実することによ

り、消化器系疾患、急性心筋梗塞、脳卒中、

頭部外傷など、現在、他圏域に救急搬送さ

れている患者が新病院で受療するケース

が増加すると考えられる。このため、ささ

やま医療センターをはじめとする圏域の

他の医療機関においては現在の急性期機

能を維持しつつ回復期機能の充実を図り

ながら、新病院との連携体制の構築を検討

していく。 

○病床の機能分化 

 ・圏域における病床の機能分化に向けた協

議については、新病院の整備状況や在宅医

療の充実状況及び診療報酬・介護報酬の動

向を踏まえながら、圏域の医療機能、医療

需要の変化に応じて行うこととする。 

 ・過剰と推計されている急性期と慢性期病

床については、地域医療介護総合確保基金
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

が必要である。 を活用するなどして、圏域の医療需要に応

じて急性期病床から回復期病床、慢性期病

床から回復期病床、あるいは在宅医療の受

け皿となる介護保険施設への転換など、円

滑な病床機能の転換を促す。 

 

(2)在宅医療

の充実 

○在宅医療需要の増加 

・2025 年の医療需要推計によると、在宅

療養を必要とする患者数は、2013 年の

1,063 人/日から 2025 年には 1,402 人/日

に増加する見込みである。 

 このうち、現在、圏域内にある介護老人

保健施設 376 床分を差し引いた 1,026 人/

日分が、在宅等で訪問診療を要する患者数

の最大値と推定される。2013 年の在宅等

で訪問診療を要する患者数 504 人/日と比

較すると、2025 年には現在より 522 人/日

分の在宅医療の供給増が必要である。 

○在宅医療の提供体制 

・2015 年 9 月に篠山市医師会、丹波市医

師会と共同で実施した在宅医療に関する

アンケート調査によると、①現在在宅医療

を行っている医師の高齢化に伴い、2025

年には在宅医療実施機関数が減少する、②

夜間往診に対応できる診療所が減少する、

といった課題がある。 

 

○在宅医療提供体制の拡大 

 ・現在行われている診療所・病院による訪

問診療体制を維持、拡大していくととも

に、両市医師会において、診療所に対して

在宅医療への新規参入を促す。 

○在宅医療提供体制の連携強化 

 ・夜間や休日の在宅療養患者の容体急変時

など、かかりつけ医が対応できない場合

に、在宅療養（後方）支援病院がバックア

ップできるシステムの構築に向け、両市医

師会が具体策を検討していく。 

 ・両市の在宅医療・介護連携に関する協議

会において、患者や家族が望む場所での看

取りができる体制の構築に向けた具体策

を検討していく。 

 ・圏域は中山間地で広大かつ狭隘な地形の

ため、病院に近接する高齢者向け住宅の誘

致など在宅医療資源の充実を図っていく

とともに、往診・訪問診療の効率的なケア

体制の構築を検討していく。 

 

(3)医療従事

者の確保 

○圏域の医師、歯科医師、薬剤師、看護師の

高齢化が進んでおり、現状の体制維持が困

難となる。 

○地域医療を担う若手医師の育成が必要で

ある。 

○ 圏域において医療従事者の更なる確

保・定着に努める。 

○ 看護師については、潜在看護師の掘り起

こしや研修・教育体制の充実のほか、各

市・各医療機関の奨学金制度などインセン

ティブ制度の拡充により、更なる確保・定

着に努める。 

○ 圏域内の医療機関同士や大学等との連

携により、地域医療を担う総合診療医、内

科専門医の教育・研修ができるシステムの

構築を検討していく。 
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【淡路圏域】 

項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

(1)病床の機

能分化・連

携の推進 

【淡路圏域の現状】 

・稼働病床 1,809 床、一般病床よりも療養病

床が多い。 

・圏域の病院数は 12 施設。救急告示医療機

関は 6病院、1診療所である。 

・高度急性期はほとんどを県立淡路医療セン

ターが担っており、既にほぼ目標を達成。 

・急性期と慢性期は病床が過剰となり、回復

期は不足すると見込まれる。 

・急性期と回復期は、病棟単位で新機能分類

どおりの線引きをすることは困難。 

【連携体制】 

・県立淡路医療センターと各病院間・診療所

間は、脳卒中･大腿骨頸部骨折・がんにつ

いては、地域連携クリティカルパス等を運

用し、連携を図っている。 

・在宅への移行を図るため、回復期機能を強

化していく必要があるが、病院は人材確保

が困難であり、機能分化のためには医療ス

タッフの充実を図る必要がある。 

○ 県立淡路医療センターは、圏域の高度急

性期・急性期を担う基幹病院としての役割

を果たす。 

○ 地域包括ケア病床を複数の病院で整備

するなどにより、病床機能にしばられない

医療強化と地域支援拡充。 

○ リハビリテーション機能の充実を図る

ため、回復期機能を持つ病棟の設置や、必

要な人材確保の支援。 

○ 圏域の医療・介護提供体制の強化ため、

必要に応じて地域医療介護総合確保基金

の利用等を支援。 

○ 病床単位で求められる機能を果たして

いくので、目標数値については柔軟に運用

しながら、圏域内の医療の機能分化と病院

間連携・病診連携について協議する場を設

け、更なるネットワーク強化を図る（調整

会議、淡路圏域医療機関連絡会議等）。 

 

 

(2)在宅医療

の充実 

○ 淡路圏域では、一般病床と比較して療養

病床が多く、医療構想の慢性期病床の推計

値からみると、在宅医療への移行が必要と

なる。 

○ 在宅療養支援病院 3、支援診療所 35、在

宅歯科診療所 9。 

○ 訪問看護ステーション 14。（うち 13 施

設は 24 時間対応体制または連絡体制） 

○ 往診料算定件数は県平均より多く、訪問

診療患者数は県平均よりも少ない。在宅患

者訪問看護件数は県平均よりも多い。 

○ 住民・病院・在宅療養を支援する関係者

間で、在宅療養移行への判断に差異があ

り、在宅移行への可能性はある。 

○ 退院支援ルール（案）の運用により、医

療・介護連携は向上しつつある。 

○ 認知症患者については、精神科病院入院

期間が短縮化傾向。 

○ 患者毎の医療必要度を評価し、在宅医療

と施設利用の適正な棲み分けにより、選択

肢を増やす。 

○ 訪問看護師やケアマネジャー等在宅療

養を支援する関係者との連携と役割分担

で、新規に在宅医療に参入する医師を後押

しする。 

○ 県立淡路医療センターが医師派遣等で

地域医療機関支援。 

○ 医療依存度が高い等、医療・介護が特に

必要な患者の在宅療養移行時は、新たなサ

ービス提供体制の構築等行政が支援。 

○ 医科・歯科・薬局連携体制の構築。 

○ 在宅介護供給体制のために地域医療介

護総合確保基金の利用等を支援。 

○ 介護保険サービスの充実については、地

域医療構想の方向性等を踏まえた高齢者

や家族等のニーズを的確に把握し、第７期
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項目 圏域の現状と課題 具体的施策 

○ 在宅看取り医療に対する住民の認識は

まだ十分でない。 

○ 在宅歯科診療を受けていた患者が入

院・入所すると中断することがある。 

○ 第６期介護保険事業計画（27～29 年度）

に基づく特別養護老人ホームの整備等に

より、待機者の解消を進めている。 

○ 病床削減に伴う地域での高齢者の受入

れにおいては、介護保険サービスの充実を

はじめとする地域包括ケアシステムの確

立が必要。 

以降の市の介護保険事業計画に反映する。 

○ 民生委員のほか、地域における高齢者等

の見守りを担う人材を養成するなど、地域

見守り体制を充実強化する。 

○ 在宅医療についての啓発、情報提供を住

民・在宅療養を支援する関係者・医療従事

者に向けて強化。 

○ 在宅療養を可能にするために、生活支援

の一層の充実を図る。 

 

(3)医療従事

者の確保 

○ 医療法に基づく人口当たり平均では医

師、看護師は充足しているが、看護体制の

さらなる充実が必要である。 

○ 診療所医師の高齢化を含む在宅診療医

の確保が困難になりつつある。 

○ リハ職のネットワークは、淡路圏域地域

リハビリテーション支援センターを中心

として確立しつつある。 

○ 数量的充足と質的向上のため、関係機関

と行政が連携して人材確保に取り組む。 

○ 県立淡路医療センターが医師会・行政等

との連携のもとに中心となり、地域で幅広

い病態に対応する総合診療医を育成。 

○ 兵庫県養成医師の淡路圏域への派遣拡

充。 

○ 看護職、歯科衛生士等の教育研修に圏域

内の医療機関が連携して取り組むなど、確

保・定着対策を強化。 

○ 圏域内の看護大学・専門学校(看護・リ

ハ職)学生の卒後の圏域内への定着を図

る。 

 

(4)その他 ○ 地域包括ケアシステムの構築に不可欠

な病院・診療所・訪問看護ステーション・

地域包括支援センター・ケアマネジャー等

の相互支援・関係づくりは進みつつある。 

 

○ 調整会議等で継続的に進捗管理と調整

を行う。 

○ あわじネットの拡充など、ＩＣＴを利活

用した地域包括ケアシステムの推進に資

する情報共有の仕組みの構築。 
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（１）地域医療構想推進委員会 

兵庫県本庁に「地域医療構想推進委員会」を置き、各圏域の推進状況の報告を受け、施策の評価

と構想の必要な見直しを行う。 
 

（２）地域医療構想調整会議 

各圏域において、医療関係者、医療保険者その他の関係者からなる「協議の場」として「地域医

療構想調整会議」を開催し、将来の病床数の必要量を達成するための方策その他の地域医療構想の

達成を推進するために必要な事項について協議を行う（医療法第 30条の 14）。 

 

 

（参考）策定後の取組 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実現に向けた取組みとＰＤＣＡ 

毎年度の病床機能報告 

制度による集計数 

地域医療構想の 

必要病床数 

構想区域内の医療機関の自主的な取組み 

地域医療構想調整会議を活用した 

医療機関相互の協議 

地域医療介護総合確保基金の活用 

 （比較） 

４ 地域医療構想の推進体制 


